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第１章 現状認識 

 

 

１．「東日本復興」及び「日本再生」に向けて 

 

（１）東日本大震災前の検討状況 

 

ブロードバンド化・デジタル化された通信・放送ネットワーク1を通じて、社会

経済のあらゆる場面において、知識・情報のやり取りが活発に行われ、その流通・

共有・活用・蓄積が新たな価値を生み出す「知識情報社会」2の構築がグローバル

に進展しつつある。「知識情報社会」を実現するためには、情報通信技術

（Information and Communications Technology。以下「ＩＣＴ」という。）

の持つ力を最大限活用し、我が国が抱える少子高齢化3、人口減少4、環境問題5等

の解決に向けて利用者本位で取り組み、国民が生活の質の向上を実感できる社会の

実現が求められる。 

 

本年２月の情報通信審議会諮問第 17 号「知識情報社会の実現に向けた情報通信

政策の在り方」においては、本格的な「知識情報社会」の実現に向けて、2020

年頃までを視野に入れて、今後の市場構造の変化、国民利用者の社会生活に及ぼす

影響等を踏まえつつ、ＩＣＴ政策の今後の方向性を示す「総合戦略」を描くことを

                                                  
1 平成 22 年３月末現在、超高速ブロードバンドの世帯カバー率は約 92％（4,845 万世帯）、また、平成 22 年
12 月現在、ブロードバンド加入契約者数（FTTH、DSL、ケーブルインターネット、無線（Fixed Wireless Access、
Broadband Wireless Access）を含む。）は約 3,450 万加入となっている。また、携帯電話加入数については、
平成 23 年４月現在で、約 12,018 万加入、そのうち IMT-2000（３Ｇ）加入数は、98.9％の約 11,885 万加入と
なっている。【資料１～２】また、放送のデジタル化（テレビジョン放送）については、平成８年６月の東経
124/128 度ＣＳ放送のデジタル化をはじめとして、平成 12 年 12 月にＢＳデジタル放送、平成 14 年３月に東経
110 度ＣＳデジタル放送、そして、平成 15 年 12 月から地上デジタル放送が開始されている。特に、地上放送
のデジタル化については、地上デジタル放送対応受信機の普及世帯数は、平成 22 年 12 月現在、94.9％等とな
っている。【資料３～５】 
2 「新たな情報通信技術戦略」（平成 22 年 5 月高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部決定）では、その
「Ⅰ．基本認識」として、「政府・提供者が主導する社会から納税者・消費者である国民が主導する社会への
転換」を掲げるとともに、「国民が主導する社会では、市民レベルでの知識・情報の共有が行われ、新たな『知
識情報社会』への転換が実現し、国民の暮らしの質を飛躍的に向上させることができる。」としている。【資
料６】 
3 2020 年においては、我が国の総人口は現在よりも減少し、65 歳以上人口が増加する一方で、生産年齢人口及
び若年人口が減少することが推計されている。【資料７】 
4 我が国の総人口は 2004 年の 12,784 万人（高齢化率 19.6％）をピークとして、2030 年には 11,522 万人（高
齢化率 31.8％）、2050 年には 9,515 万人（高齢化率 39.6％）まで減少すると推計されている。また、３大都市
圏以外である東日本大震災の被災地となった東北地方等の地域では、人口減少と高齢化の双方が進展している。
【資料８～９】 
5 気候変動に関する政府間パネル(IPCC)第４次評価報告書統合報告書（平成 19 年 11 月。概要については
http://www.env.go.jp/earth/ipcc/4th/ar4syr.pdf参照。）によると、21世紀末の世界平均地上気温の上昇は、
20 世紀末と比較して、環境の保全と経済の発展を地球規模で両立する社会で約 1.8℃、化石エネルギーを重視
しつつ高い経済成長を実現する社会で約 4.0℃と予測されている。【資料 10】 
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目的として検討が開始された。その中で、本委員会では、「新事業創出戦略」とい

う観点から、以下のような検討を行ってきた。 

 

第１に、「知識情報社会」の実現に向けて核となるＩＣＴ利活用の方向性につい

て議論が行われた。ＩＣＴは国の神経網とも言える社会インフラであり、行政・医

療・教育・農林水産業等といったＩＣＴ利活用が進んでいない分野6にＩＣＴを積

極的に導入していくことが求められる。しかし、これまでのＩＣＴ利活用推進のた

めの施策は分野ごとの情報化を実現する、いわば「縦軸」の視点で展開されてきた。

今後は、領域を超えた情報の流通・連携を促すなど情報利活用を通じた新産業の創

出はもとより、セキュリティの強化、ＩＣＴ人材の育成を含め、分野横断的・基盤

的な「横軸」の視点にも重点をおく必要がある。 

 

第２に、グローバルな事業モデルの登場について議論が行われた。携帯電話の事

業モデルに代表されるように、従来、ネットワークレイヤー（事業領域）を担う通

信事業者が主体となり、端末レイヤーはもとより、認証・課金等のプラットフォー

ムレイヤー、コンテンツ・アプリケーションレイヤー等、下位レイヤーから上位レ

イヤーに至る垂直統合型の事業モデルを中心に市場が拡大してきた。しかし、クラ

ウドサービスやオープンソースＯＳ（Operating System）の普及7等に伴い、近

年、プラットフォームレイヤーを中心とする新たな垂直統合モデルが形成されてき

ている。しかも、こうした新たな垂直統合型の事業モデルは、グローバルに展開さ

れており8、スケールメリットを最大限活かしたものとなっている。このため、新

事業創出の在り方を考える際にも、こうした事業モデルの変化を踏まえたものであ

る必要がある。なお、「プラットフォーム」については様々な捉え方があるところ

であり、共通認識を醸成することが求められる。 

 

第３に、ＩＣＴ産業のグローバル展開の在り方について議論が行われた。上記で

指摘したように、ＩＣＴ市場における事業モデルのグローバル化が進展している中、

国内市場とグローバル市場を分けて戦略を検討することは実態にそぐわない面が

ある。特に我が国の場合、少子高齢化に伴う人口減少により国内市場が縮退傾向に

あり、グローバル市場を見据えた新産業の創出、国内で創出された新事業の海外展

                                                  
6 国際連合（ＵＮ）が発表している 2010 年の電子政府発展指数（E-government development Index）によると、
日本は第 17 位となっている（http://www2.unpan.org/egovkb/global_reports/10report.htm 参照）。日本の学
校における校内ＬＡＮ整備率は米韓と比べて低く、81.2％等の状況となっている。また、我が国の診療所にお
ける電子カルテ導入率は諸外国と比べて低く、11.2％となっている。さらに、農業従事者のＩＣＴ活用に関す
る日米比較（2005 年）によると、パソコン保有は高いものの、インターネット利用や農業経営へのＩＣＴ活用
については、米国よりも低くなっている。【資料 11】 
7 我が国におけるクラウドサービスの浸透度は、前回 2010 年調査と比較して大企業で 25.2％増（18.3％→
43.5％）、中小企業においても 13.4％増（9.1％→22.5％）となっており、クラウドサービスに対する認知度が
高まってきている。調査の詳細については、総務省「スマート・クラウド戦略に関するプログレスレポート（第
１次）」（参考資料Ｃ）を参照。【資料 12～13】 
8 新事業創出戦略委員会第５回会合（本年４月 26 日）資料「ＩＣＴ産業の今後の在り方」（一般社団法人情報
通信ネットワーク産業協会）によると、「モバイルビジネスのパラダイムシフト」として、「端末性能が向上し、
サービスの供給元が事業者のネットワークの外に移ることによる、通信事業者の関与が変化する新しい形態の
ビジネスモデルが出現している」等としている。【資料 14】 
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開、ＩＣＴを利活用した社会的課題の解決策の提供によるアジア各国等への貢献が

強く求められる。 

 

第４に、ＩＣＴ分野のベンチャー企業の育成環境について議論が行われた。ベン

チャー企業の育成は新産業創出の観点からはきわめて重要である。なぜなら、従来

のように、大企業主体のイノベーションの創出だけでは限界があり、新たな技術や

事業モデルを持ったベンチャーが生まれ、ＩＣＴ市場に活力をもたらす環境の整備、

大手企業とベンチャー企業とのマッチングの促進等が重要な検討課題である。なお、

ベンチャー支援のための金融面での課題としては、日本版ＳＢＩＲ（Small 

Business Innovation Research）制度9、他国と比べた場合のエンジェル投資家

の不足10、投資回収のための手段であるＭ＆Ａの事例が少ない11こと等が挙げられ

る。 

 

第５に、ＩＣＴ利用環境整備の在り方について議論が行われた。ＩＣＴ分野にお

ける新事業創出を促すためには、利用者の視点に立ち、ＩＣＴ利用環境の整備が必

要である。例えば、近年急速にソーシャルメディアが普及12しており、企業と個人

との新たなつながりが生まれる一方、情報の発信元や責任の所在が不明瞭になりが

ちとなり、リテラシー等の差が情報格差となる懸念が生じており、こうした懸念に

対する対応策が求められている。 

 

（２）東日本大震災の経験を踏まえて 

 

こうした検討過程の中、本年３月、観測史上最大のＭ9.0 の地震に伴う東日本大

震災が発生した13。本震災により、民間事業者の通信・放送インフラをはじめ、地

方自治体の構築したブロードバンド基盤、ケーブルテレビ施設等が広範かつ甚大な

                                                  
9 中小企業者及び事業を営んでいない個人の新たな事業活動の促進を図る中小企業技術革新制度のことをいう。 
10 2010 年における米国のエンジェル投資額は日本の約 5,000 倍であるなど、日本のエンジェルやベンチャー
キャピタルによる投資額は、経済規模、資本市場規模に比べ、極端に少ない。【資料 15】 
11 日本におけるＥＸＩＴはＩＰＯの依存が高く、Ｍ＆Ａの割合が少なく、近年は新興市場の環境悪化からＩＰ
Ｏも難しい状況にある。【資料 16】 
12 例えば、ITmedia ニュースによると、平成 22 年３月に、米国で Facebook が Google のアクセス数を抜いて
第１位になったという記事がある（http://www.itmedia.co.jp/news/articles/1003/16/news027.html 参照）。
また、nielsen の「日本のオンラインメディアの現状 環境変化の中、ビジネス機会をどう捉えるか」（August 
2010 創刊号）によると、過去５年間でソーシャルメディアの利用者は急増している
（http://www.jmra-net.or.jp/pdf/document/membership/release/OnlineReport_JP.pdf 参照）。【資料 17】  
13 「東日本大震災」の呼称については、本年３月11日14時46分頃に発生した東北地方太平洋沖地震による災害
として、同年４月１日に閣議決定された。政府の緊急災害対策本部によると、平成23年６月２日現在、各地の
震度（震度６弱以上）は、震度７が宮城県北部、震度６強が宮城県南部・中部、福島県中通り・浜通り、茨城
県北部・南部、栃木県北部・南部、震度６弱が岩手県沿岸南部・内陸北部・内陸南部、福島県会津、群馬県南
部、埼玉県南部、千葉県北西部とされ、津波警報（大津波）については、同日14時49分に発表とされている。
そして、人的被害については、死者15,327名、行方不明8,343名、負傷者5,364名、建築物被害については、全
壊108,825戸、半壊67,662戸、一部損壊306,334戸とされている。また、被災者支援の状況について、避難者99,592
名、仮設住宅等の状況について、応急仮設住宅の着工戸数として、37,455戸が着工済み（うち25,659戸完成）、
3,468戸が着工予定、国家公務員宿舎や公営住宅等の受入可能戸数が56,413戸（うち11,444戸提供済み）とさ
れている（「東日本大震災への対応～首相官邸災害対策ページ～」
http://www.kantei.go.jp/saigai/index.html参照）。 
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被害を受けるとともに、防災無線等も広域にわたり損壊した14。現在、被災地にお

ける通信・放送インフラについては、民間事業者の自主的な取り組み等により応急

措置が講じられ、ほぼ復旧しつつある15が、被災地において地方自治体等がこれま

で構築してきたＩＣＴインフラの再構築には着手されておらず、早期の復旧・復興

が求められている。 

 

また、東北地方の農林水産業16が打撃を受けるとともに、地域社会を支える行政、

医療、教育等の公的サービスについてはその継続的かつ安定的な提供が不可能にな

るなど、一刻も早い支援・治療等を必要とする被災者に更なる被害をもたらした。

このような状況において、ＩＣＴの利活用については、例えば、次のような事例が

見られた。 

 

➢津波により流失した被災者等に関する情報に関し、紙の戸籍やカルテのように

その復元に時間がかかったため、地方自治体等による各種支援等が円滑に行え

なくなった17。また、教科書や指導要録等の生徒の記録が流失し、新学期に間

に合わなかったり、避難先の学校に当該記録を引き継ぐことが困難となった18。 

                                                  
14 本年５月 30 日時点で、被災３県のうち少なくとも 18 市町村において、公設の情報通信基盤（ブロードバン
ド、ケーブルテレビ、イントラネット等）が損壊している。【資料 18】また、通信・放送インフラの状況につ
いては、以下脚注 15 参照。 
15 固定通信については、合計約 190 万回線の通信回線が被災し、また、移動通信については、合計約２万９千
局の基地局が停止し、現在は、それぞれ 90％以上復旧している。放送局（ラジオ・テレビ）の停波状況につい
ては、本年３月 12 日現在で、テレビ 120 ヶ所、ラジオ２ヶ所であったが、同年６月１日現在、宮城県内の中
継局１ヶ所を除きテレビジョン中継局はすべて放送を再開している。【資料 19～20】 
16 農林水産省等「津波により流失や冠水等の被害を受けた農地の推定面積（平成 23 年３月）」によると、被害
農地（６県計）の推定面積は、23,600ha とされている。また、被害が特に大きい東北３県の市（宮古市、気仙
沼市、陸前高田市、大船渡市、釜石市）においては、その地域の産業人口のうち、100 人に 1.35～2.63 人が漁
業に従事しており、全国平均の約 15～30 倍となっている。【資料 21】 
17 例えば、宮城県女川町では、災害弔慰金の支給の申請について、支給対象者と死亡者との関係が分かるもの
と し て 戸 籍 謄 本 が 必 要 と さ れ て い る （ 「 女 川 町 暮 ら し の 情 報 」
http://www.town.onagawa.miyagi.jp/m/menu03-3.html#top 参照）。法務省によると、戸籍の正本が滅失した
場合には，管轄法務局で保存している戸籍の副本等に基づき戸籍が再製されるが、東日本大震災により滅失し
た宮城県南三陸町、同県女川町、岩手県陸前高田市及び同県大槌町の戸籍の正本については、管轄法務局にお
いて保存していた戸籍の副本等に基づき再製作業が行われ、本年４月 25 日に戸籍の再製データの作成が完了
した。そして、戸籍の謄抄本については、各市町において戸籍情報システムが設置され、再製データを反映し
た後に取得することが可能となる予定とされている（「東日本大震災により滅失した戸籍の再製データの作成
完了について」http://www.moj.go.jp/MINJI/minji04_00024.html 参照）。 
18 例えば、宮城県、岩手県、福島県等６県の小中高校で本年度から使用予定だった教科書について、津波によ
る流失等により約67万冊が使用不能になったことが文部科学省の調査で判明したという記事（本年３月28日読
売新聞http://www.yomiuri.co.jp/kyoiku/news/20110328-OYT8T00532.htm参照）や、岩手県や宮城県等６県で
新学期から配布予定だった小中高校等の教科書について、(社)全国教科書供給協会のまとめによると、約50万
４千冊が津波等により使用不可となったという記事（本年３月30日朝日新聞
http://www.asahi.com/national/update/0329/TKY201103290502.html参照）がある。文部科学省によると、一
部の教科書が被災により使用できなくなり、災害等に対応するために用意している予備の本を含めて供給が行
われるとともに、教科書発行者において並行して増刷・出荷が進められ、最も遅いものでも、本年４月15日ま
でに増刷が終了し、出荷される予定としている（「東日本大震災に伴う教科書の供給について」
http://www.mext.go.jp/a_menu/saigaijohou/syousai/1304740.htm参照）。 
また、文部科学省は、各都道府県に対し、転出先の学校に在籍することとなった児童生徒については指導要

録を作成する必要があり、受け入れた時点で指導要録を作成して記入できる情報を記入し、後日、元の在籍校
からの指導要録の写しの送付等を受けて追記していく等の工夫があるが、元の在籍校での指導要録が紛失した
場合には、元の在籍校と連絡を取りながら、可能な範囲で追記し、児童生徒の指導や証明に生かせるように配
慮するよう通知を行っている（「被災した児童生徒等の弾力的な受入れ等に関するQ&A」
（http://www.mext.go.jp/a_menu/saigaijohou/syousai/1304392.htm参照）。なお、被災幼児児童生徒の学校
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➢他方、住民関連データや母子手帳関連データのように都道府県や医療機関等と

のネットワークシステムが構築・運用されていたものについては、当該システ

ム上のバックアップデータの活用により迅速な復元や円滑な事業継続が可能

であった19。 

 

➢また、医師法における遠隔医療の実施の可否を改めて明らかにするため、厚生

労働省は、被災地の患者について、初診及び急性期であっても、その要請に基

づき遠隔診療を実施して差し支えないことを被災地の各地方自治体に対して

通知した。さらに、現在、紙しか認められていない処方箋の交付についても、

臨時の措置としてファクシミリ等により送付された処方箋に基づき調剤等を

行うことが同省により認められた20。 

 

さらに、被災住民の遠方への二次避難や仮設住宅への入居に伴う居住地の分散21

により、地域コミュニティの維持や的確な情報提供も困難となり、また、被災地に

おける情報の遮断により、支援物資等が円滑に行き渡らなかったり、医療の提供に

支障が発生した。この点、ＩＣＴの利活用については、例えば、次のような事例が

見られた。 

 

➢緊急時の連絡や情報入手の手段としては、コミュニティＦＭや中波ラジオ等が

有効であったことに加え、ポータルサイトやソーシャルメディアの利用におい

てインターネットや携帯端末が活躍した22。 

 

                                                                                                                                                       
における受入れ状況（本年５月１日現在）について、文部科学省が被災地の学校から受け入れた幼児児童生徒
の数を調査した結果、震災前の学校と別の学校で受け入れた幼児児童生徒数は、21,769名（被害が甚大であっ
た岩手県、宮城県、福島県以外からの受入れ数を含む。また、福島県内での移動など同一都道府県内の学校か
らの受入れ数を含む。）となっている（「東日本大震災により被災した幼児児童生徒の学校における受入れ状
況について（５月１日現在）」http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/23/06/1306626.htm参照）。 
19 庁舎の壊滅等に伴い、市区町村の住民基本台帳が滅失し、また、都道府県の住民基本台帳ネットワークシス
テム（住基ネット）用サーバが使用不能となることにより、住民の安否確認や被災住民の支援活動に支障が生
じるため、本年３月 17 日、各都道府県に対し、総務省は、住基ネットを活用した安否確認等のための都道府
県による本人確認情報の利用や市区町村による都道府県サーバ上の本人確認情報の確認等について通知を行
った（「『東北地方太平洋沖地震により市区町村の住民基本台帳が滅失している場合等の取扱いについて（通
知）』の発出」（http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01gyosei02_01000010.html）参照）。 
 また、全県規模での周産期電子カルテネットワークと Web 母子手帳が連携する「岩手県周産期医療情報ネッ
トワークシステム『いーはとーぶ』」（2009 年総務省 u－Japan 大賞受賞
http://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ict/u-japan/pdf/bp_2009/02_0530.pdf 参照）により、消失した沿岸
部の妊婦データが岩手医科大学のサーバに保存されていたため、短期間で復元が可能となった事例がある。 
20 本年３月23日、各都道府県に対し、厚生労働省より通知が行われた（「情報通信機器を用いた診療（遠隔診
療）等に係る取扱いについて」
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000015rt9-img/2r9852000001607e.pdf参照）。 
21 各都道府県の被災者の受入状況等については、本年６月８日現在、少なくとも 14 府県が被災者を受け入れ
ており、その人数は、15,472 人に及んでいる。【資料 22】 
22 ＩＣＴ利活用戦略ワーキンググループ第４回会合（本年４月26日）資料「ＩＣＴ利活用による適切な災害対
策情報流通のための課題例」（参考資料Ｃ）参照。また、同会合において、「一番最初に情報が行き渡ったのは、
実は携帯電話である。こういう避難所のドクターと最初に連絡がとれたのもやはり携帯電話で、携帯電話のメ
ールである。いわゆるテキストメッセージが一番最初にたどり着く」という議論も行われた。 
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➢行政により避難状況の把握や情報提供は行われていた23ことに加え、安否情報

や被災地のニーズと支援情報とのマッチング等については、多数の民間事業者

やＮＰＯ（Non-Profit Organization）等によるインターネットを活用した

迅速な情報流通が行われた24。 

 

➢患者のカルテを作成した担当医やその病院と連絡がとれない場合、それらの個

人情報となる診療情報について、当該患者が加入している一部の保険者に対し

て、個人情報保護法に基づき、搬送先の病院が本人の同意なく、レセプト情報

の提供を受けることを可能とする運用がなされた25。 

 

今次震災による損害がこれまでに経験したことがない甚大なものとなる中、ＩＣ

Ｔ分野において震災から得られた以上のような経験を踏まえ、上記の「総合戦略」

を描くに際し、震災前において検討されていた方向性を踏まえつつ、次項で述べる

ように検討の視点を再整理することとした。 

 

 

２．「東日本復興」及び「日本再生」とＩＣＴ 

 

今後、我が国の復旧・復興プロセスは長期に及ぶものと考えられるが、そのプロ

セスにおいては、被災地の地方自治体が主体となる「東日本復興」とその原動力と

なる国家としての「日本再生」を同時並行的に推進していく必要がある26。その際、

ＩＣＴの果たすべき役割として、次の３点を踏まえる必要がある。 

 

                                                  
23 本年４月 12 日、総務省は、各都道府県等に通知を行い、多くの住民が全国各地に避難し、避難前住所地の
市町村や県において、避難者の所在地等の情報把握が課題となっているため、避難者から避難先市町村へ避難
先等に関する情報について任意に提供を受け、その情報を避難元の県や市町村へ提供し、当該情報に基づき避
難元の県や市町村が避難者への情報提供等を行う「全国避難者情報システム」を構築することについて協力を
依 頼 し た （「 避 難 先 に お け る 情 報 提 供 の 受 付 に つ い て （ 全 国 避 難 者 情 報 シ ス テ ム ） 」
http://www.soumu.go.jp/menu_kyotsuu/important/kinkyu02_000082.html 参照）。 
24 情報プラットフォーム分野における民間による被災者向け支援サービス等の具体例については、ＩＣＴ利活
用戦略ワーキンググループ第４回会合資料「東日本大震災に係るＩＣＴ分野での官民の取組の状況」（参考資
料Ｃ）参照。 
25 ＩＣＴ利活用戦略ワーキンググループ第４回会合資料「災害医療における制度的課題（東京大学政策ビジョ
ン研究センター秋山昌範）」（http://www.soumu.go.jp/main_content/000112457.pdf）参照。 
26 「政策推進方針～日本の再生に向けて～」（本年５月17日閣議決定）においては、「東日本の復興を支え、震
災前から直面していた課題に対応するため、日本の再生に向けた取組も再スタートしなければならない」とし
た上で、「震災復興と並ぶ日本再生の方針」として、「財政・社会保障の持続可能性確保」及び「新たな成長
へ向けた国家戦略の再設計・再強化」を提示している。さらに、「日本再生に向けた再始動」における「再始
動に当たっての基本７原則」として、「再始動に当たっては、震災で中断していたものを単に再開することで
はいけない。以下の基本原則にのっとり、新たな成長へ向けた戦略の『質的転換』を通じて、柔構造の経済、
産業、地域社会を再構築するとともに、これらを支える人材の育成を行う。東日本大震災により露呈した弱点
を克服するとともに、傷ついた信頼を回復し、世界との絆を強めていく。力強い日本を再生させるものでなけ
ればならない。」とした上で、「①日本再生が東日本復興を支え、東日本復興が日本再生の先駆例に」が掲げ
られている。また、「復興構想７原則」（本年５月10日東日本大震災復興構想会議決定）における「原則５」
として、「被災地域の復興なくして日本経済の再生はない。日本経済の再生なくして被災地域の真の復興はな
い。この認識に立ち、大震災からの復興と日本再生の同時進行を目指す。」ことが掲げられている。【資料23
～24】 
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第１に、復旧・復興プロセスにおけるＩＣＴ投資の経済効果に着目すべきである。

ＩＣＴは行政、医療、教育、農林水産業等の幅広い分野における効率性の向上や高

付加価値化を実現するものであり、またＩＣＴがもたらす経済波及効果として、Ｉ

ＣＴ産業は、輸送機器や建設業を上回る規模の雇用を誘発するとともに、その産業

全体への付加価値誘発効果は一貫して上昇し、全産業中最高水準となっている。従

って、ＩＣＴ投資を「東日本復興」及び「日本再生」のプロセスにおいて最重要の

投資分野の一つであると位置づける必要がある。 

 

 

ＩＣＴによる経済波及効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の震災においては、ＩＣＴ産業の設備損害額と民間企業の情報資本設備の損

害額の合計は、2.5～4.4 兆円と推計されている。仮に、4.4 兆円の復興投資を行

った場合の経済波及効果としてはＧＤＰ2.9 兆円、名目ＧＤＰ0.6％の押し上げ効

果を持ち、35.7 万人の雇用を創出すると見込まれる。とりわけ、通信施設建設と

ソフトウェアに関する投資のＧＤＰ押し上げ効果は、一般資本設備よりも大きいと

見込まれており、ＩＣＴ投資が「東日本復興」に向けて高い経済波及効果を持つこ

とが示されている。 

0

20

40

60

80

100

120

140

■ 主な産業の雇用誘発数の推移※ ■ 主な産業の付加価値誘発額の推移※
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【出典】総務省「ＩＣＴの経済分析に関する調査」（平成２２年）
※ 主な産業部門の生産活動による雇用誘発数、付加価値誘発額
（各産業部門の粗付加価値額が、どの最終需要項目によってどれだけ誘発されたものであるか、その内訳を示すもの）
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復興にあたってのＩＣＴ投資による経済効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２に、今次震災において、物理的な通信・放送網の損壊はもとより、被災地間

あるいは被災地と被災地外を結ぶ情報のやり取りが断絶し、復旧に多大な支障が生

じた。このように、災害時はもとより「東日本復興」や「日本再生」のプロセスに

おいても、情報を求める側と情報を提供する側との間の円滑な情報のやり取りを確

保することは「命を守る」生命線であり、ハード・ソフト両面において、こうした

仕組みを確立することを重視すべきである。 

 

第３に、「東日本復興」及び「日本再生」のプロセスにおいて、ＩＣＴを活用し

たコミュニケーション力の強化を図ることが必要である。災害時において情報の円

滑なやり取りの仕組みが確保されたとしても、この情報を利用者が十分に活用でき

なければ「手段」としてのＩＣＴの機能は発揮されたことにならない。特に高齢者

等を中心として、必要な地域情報に容易にアクセスでき、地域の「絆」の再生・強

化にＩＣＴが利用される仕組みの構築を重視すべきである。 

 

このように、「東日本復興」と「日本再生」に向けたＩＣＴ投資の重視、ＩＣＴ

を社会インフラとして組み込むことによるハード・ソフト両面にわたる情報流通の

仕組みの確立、地域の「絆」27の再生・強化に向けたＩＣＴを活用したコミュニケ

ーション力の強化を検討の視点の軸としつつ、ＩＣＴを活用した新事業の創出を目

                                                  
27 「復興構想７原則」における「原則４」として、「地域社会の強い絆を守りつつ、災害に強い安全・安心の
まち、自然エネルギー活用型地域の建設を進める。」ことが掲げられている。【資料24】また、「新たな情報
通信技術戦略」では、その「Ⅰ．基本認識」における「新たな国民主権の社会を確立するための、非連続な飛
躍を支える重点戦略（３本柱）」の１つとして、「地域の絆の再生」を掲げている。【資料６】 

■ 東日本大震災による民間企業の資本設備損害額と復興投資の経済波及効果

資本設備損害額 復興投資の経済波及効果（ＧＤＰ） 復興投資の経済波及効果（雇用者）

うちＩＣＴ関連 ４．４兆円 うちＩＣＴ関連 ２．９兆円 うちＩＣＴ関連 ３５．７万人

■ 復興投資１兆円当たりの経済波及効果

ＧＤＰ 雇用者

0.75 0.8 0.85 0.9 0.95

ソフトウェア

通信施設建設

一般資本設備

0 5 10 15

ソフトウェア

通信施設建設

一般資本設備

０．９１兆円

０．８５兆円

０．８１兆円 １１．３万人

１４．０万人

１０．２万人

（兆円） （万人）

出典：(株)情報通信総合研究所調査（２０１１年５月３０日）

※ 内閣府試算での被害額が最大の場合を前提として試算。
※ 「復興投資の経済波及効果」とは、損害額に相当する復興投資を行った場合の経済波及効果をいう。
※ 「ＩＣＴ関連」とは、ＩＣＴ産業の資本設備と全産業の情報資本設備の合計を指す。

全産業 １６．０兆円 全産業 １２．３兆円 全産業 １６８．３万人
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指すとともに、その過程で生み出された新たなソリューションのグローバル展開を

図っていく必要がある。 

 

 

３．ＩＣＴ政策の基本理念 

 

今後、ＩＣＴを最大限活用した「東日本復興」及び「日本再生」を実現する政策

展開にあたっては、新たな官民の役割分担と相互連携のあり方を確立するとともに、

その基本理念として、以下の５つの柱を中心として検討していく必要がある。 

 

第１に、通信インフラ等の耐災害性の強化を図るべきである。具体的には、冗長

性のある28有機的なネットワーク連携により、耐災害性に優れた新たな国土の形成

（例えば、「コンパクトシティ」29が有機的にネットワークで結ばれている国土）

を実現していくことが必要である。 

 

第２に、ＩＣＴを活用した地域の「絆」の再生・強化を図るべきである。インタ

ーネットの持つソーシャルメディアとしての機能等を活用しつつ、被災地を含め、

地域の「絆」を強固なものとする「共生型ネット社会」（ネットを通じたコミュニ

ケーションを深めることにより、距離等の制約を超えて人と人のつながりが深くな

る社会）の構築が必要である。   

 

第３に、ＩＣＴをツール（手段）として組み込んだ新事業の創出を推進すべきで

ある。具体的には、被災地の農林水産業の復興、行政・医療・教育等の公的サービ

スの瞬断なき提供を実現するためのＩＣＴの利活用の促進や新事業の創出を目指

すべきである。同時に、容易かつ安心してＩＣＴを活用できるよう、ＩＣＴ利活用

人材の育成、アクセシビリティ（ＩＣＴ機器等を直感的かつ容易に使うことができ

ること）の向上に資するユニバーサルデザインの実現、情報セキュリティの向上等

の共通基盤の整備を図る必要がある。 

 

第４に、ＩＣＴによるエネルギー制約克服への貢献を推進すべきである。今般の

福島第一原子力発電所の事故への対応に加え、エネルギー政策の見直し30等が今後

進められる31中、中期的な電力需給の逼迫32や環境負荷の低減への対応に向けたＩ

                                                  
28 一般的には、システムやサービスの安全性、安定性又は継続性を確保するため、災害や事故等により一部の
障害が発生した後においても、システム等全体の機能が維持可能となるよう「ゆとりに幅がある」ことをいう。 
29 歩いて暮らせる街、環境にやさしい街をつくるための１つの方法として検討されている都市計画に関するス
タンスであり、市街地の未利用土地を積極的に活用し、都市中心部に様々な機能を集めることによって、相乗
的な経済交流活動を活発化させ、持続可能な暮らしやすい街をつくっていこうとする考え方である（「コンパ
クトシティ～よりよい暮らしのために～」http://www.thr.mlit.go.jp/compact-city/参照）。【資料 28～29】 
30 本年６月７日の新成長戦略実現会議において、「エネルギー・環境会議」が設置され、本年末目途に「革新
的エネルギー・環境戦略」の基本的な方針、来年に「革新的エネルギー・環境戦略」が策定される予定となっ
ている。 
31 「復興構想７原則」における「原則４」として、「地域社会の強い絆を守りつつ、災害に強い安全・安心の
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ＣＴの活用を推進すべきである。このため、電力需給が逼迫する中にあって日本の

生産力を最大限維持していくため、グリーンＩＣＴ（ＩＣＴによるＣＯ２排出量の

削減及びＩＣＴ産業におけるＣＯ２排出量の削減）等を推進する必要がある。 

 

第５に、ＩＣＴ産業の国際競争力の強化を図るべきである。具体的には、サービ

スや事業活動のグローバル化に対応しつつ、生産拠点の海外流出による産業の空洞

化33を防ぐとともに、アジアの成長を取り込んだＩＣＴ産業の復興を実現するため、

ＩＣＴ産業のグローバル展開、ＩＣＴによる相手国の課題解決等の国際連携・協調

を推進する必要がある。 

 

また、上記の５つの柱を中心に、ＩＣＴ政策を実施するにあたっては、以下の４

点に留意して進める必要がある。 

 

第１に、「東日本復興」においては、地方自治体が主体となることが大前提であ

り、政府は最大限これを支援することが必要である34。その際、「東日本復興」に

関しては、単に損壊した機能を復旧させるのではなく、被災地が希望を持つことが

できる「創造的復興」が求められる35。 

                                                                                                                                                       
まち、自然エネルギー活用型地域の建設を進める。」ことが掲げられている。【資料 24】 
32 「政策推進方針」の参考資料である「今後の政策対応（当面、短期、中長期）」において、ＧＤＰの「抑制
要因」として、「当面」は「電力制約の影響」、「短期（今後３年程度）」は「電力制約が残る懸念」、そし
て、「中長期」は「エネルギー・環境制約の懸念」が挙げられている。【資料 23】 
33 内閣府経済社会総合研究所「平成22年度企業行動に関するアンケート調査報告書」
（http://www.esri.cao.go.jp/jp/stat/ank/ank.html参照）によると、近年、海外現地生産を行う企業数の割
合は、平成２年以降一貫して増加傾向にあり、製造業全体では、平成21年度実績は67.1％、同22年度実績見込
みは67.2％、同27年度見通しは67.7％となっている。また、海外現地生産（生産高）比率は、製造業全体（実
数値平均）でみると、同21年度実績は17.1％、同22年度実績見込みは18.0％で推移し、同27年度見通しでは
21.4％と上昇する見通しとなっており、東日本大震災の発生により、さらなる生産拠点の海外流失が懸念され
ている。【資料31～32】また、本年５月27日午後の官房長官会見においては、官房長官より「サプライチェー
ンの問題から空洞化につながる可能性ということは、地震発生の直後早い段階から政府としても大変大事な問
題として対応してきている…。現に工場等が稼働できないことによって、部品調達に困難をきたしているとい
うところについて、出来るだけ早く、…復旧を進めて頂くよう、主体は民間企業でありますけれども、政府と
しても最大限のバックアップをするということに努めてまいりまして、部品調達できないために直ちに空洞化
が生じるということをできるだけ小さくするという努力を進めてきたところ…。さらに、これからの中長期と
いう観点からは、もちろん企業経営者からは一定のリスクの分散という課題というのは避けられない部分ある
…と思いますが、その分散する先が日本の国内におけるリスク分散になるように、全体としての空洞化防止策
をさらに強化をする。逆に、今回たまたま東北地方が被災地になっておられますので、従来東北地方のみに拠
点をおいたところが西日本等にリスク分散をするということで、東北地方の空洞化が加速することのないよう、
逆に他の地域を拠点としているところがリスク分散を図る場合には東北地方に工場立地をして頂けるような
政策誘導もしていくという点で取り組んでいるところであります。」と回答している。 
34 「復興構想７原則」における「原則２」として、「被災地の広域性・多様性を踏まえつつ、地域・コミュニ
ティ主体の復興を基本とする。国は、復興の全体方針と制度設計によってそれを支える。」ことが掲げられて
いる。【資料 24】 
35 「復興構想７原則」における「原則３」として、「被災した東北の再生のため、潜在力を活かし、技術革新
を伴う復旧・復興を目指す。この地に、来たるべき時代をリードする経済社会の可能性を追求する。」ことが
掲げられている。【資料24】また、「東日本大震災復興構想会議の開催について」（本年４月11日閣議決定）
によると、同会議の開催の「趣旨」として、「未曾有の被害をもたらした東日本大震災からの復興に当たって
は、被災者、被災地の住民のみならず、今を生きる国民全体が相互扶助と連帯の下でそれぞれの役割を担って
いくことが必要不可欠であるとともに、復旧の段階から、単なる復旧ではなく、未来に向けた創造的復興を目
指していくことが重要である。このため、被災地の住民に未来への明るい希望と勇気を与えるとともに、国民
全体が共有でき、豊かで活力ある日本の再生につながる復興構想を早期に取りまとめることが求められてい
る。」としている。 
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第２に、「日本再生」においては、ＩＣＴを起点とする施策展開ではなく、「日本

再生」に向けた課題、とりわけ日本経済が抱える供給制約（サプライチェーンの機

能低下36、電力需給の逼迫等）を打開し、今後の震災の可能性を踏まえた災害に強

い国創りや効率性の高い社会経済システム構築の観点からＩＣＴがどのように貢

献できるのかという視点からの検討が必要である。 

 

第３に、「東日本復興」及び「日本再生」を通じた世界最先端の「情報流通連携

基盤」を実現し、2020 年頃に「知識情報社会」という新たな社会経済システム

を構築することを長期的な目標として設定し、復旧・復興のプロセスの先に実現す

べき社会像を具体化する必要がある。 

 

なお、「東日本復興」と「日本再生」の両面において長期間に及ぶと見込まれる

中、厳しい財政状況に鑑み、ＩＣＴ政策の展開に際しても、政府が果たすべき役割

として、アウトカム（成果）目標やスケジュールの明確化、アカウンタビリティ（政

策の必要性や実施状況に関する説明責任）が従来以上に求められる。また、研究開

発（基礎・応用）、実証、標準仕様化、広域展開の各ステージの明確化・体系化と

一体的な推進、各年度における事後評価の徹底・公表等が求められる。 

 

 

４．「情報の利活用」を推進するための「情報流通連携基盤（プラットフォーム）」

の実現 

 

以上みてきたように、今回の大震災の経験を踏まえ、ＩＣＴ投資の経済波及効果

の重要性を認識し、情報の連携を強化し、これを最大限活用可能な社会の構築が求

められる。このため、新たなＩＣＴ政策の方向性として、「情報の利活用」を推進

するための「情報流通連携基盤」の実現に主眼を置く必要がある。 

 

その背景としてブロードバンド市場の事業モデルの変化をみると、デジタル化・

ブロードバンド化が進展する中、そのモデルは大きく変化してきている。レイヤー

別にみると、端末レイヤーにおいては、一部の携帯端末においてＳＩＭ

                                                  
36 日本銀行「経済・物価情勢の展望（2011年４月）」（本年４月29日）によると、「背景説明」として、「２．2011
年度～2012年度の経済・物価の見通し（東日本大震災の影響）」については、「被災地域における生産活動の
縮小や、電力の供給制約は、サプライチェーンを通じて、非被災地域にも広がった。特に、部品点数が多く、
それらの在庫をあまり持たない自動車については、サプライチェーンの障害に伴う生産の落ち込みが、直ちに
かつ顕著にみられた。このように、震災後は、生産設備の毀損、サプライチェーンの障害、電力供給の制約な
どから、生産面を中心に下押し圧力が強い状態が発生した。先行きの状況についてみると、当面、生産面には
下押し圧力が働き続けるものの、その程度は徐々に薄まっていくものと予想される。すなわち、電力需給がい
ったんやや緩和するもとで、生産設備の修復や、海外を含めた非被災地域における代替生産などにより、数か
月程度で、サプライチェーンがある程度再構築されていくとみられる。もっとも、夏場には、冷房需要の高ま
りを背景に、電力供給の制約が強まると予想される。これに対し、供給面、需要面の双方から、停電を回避す
る様々な努力がなされる見込みながら、電力の制約が経済活動に対して相応の抑制要因となる可能性が高い。」
とされている。【資料33】 
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（Subscriber Identity Module）ロックが解除される37など、端末とネットワー

クの間の紐帯関係が緩和の方向に向かっている。また、オープンソースＯＳを搭載

した携帯端末（スマートフォン）が普及に向かう38など、ＰＣ等の固定端末のみな

らず携帯端末も含め、ネットワークとの間のインターフェースがオープン化の方向

に向かっている。 

 

次にネットワークレイヤーにおいては、ＩＰ（Internet Protocol）化の進展を

軸として通信・放送の融合・連携が進みつつあり、制度的にも新放送法39の施行に

伴い、ハードとソフトを柔軟に組み合わせることができる環境となっている。また、

従来の人と人の間の通信に加え、センサーネットワークや無線技術の進展により、

Ｍ２Ｍ（Machine to Machine）40通信の比重が高まりつつある。さらに、有線網

と無線網が相互補完し、ＦＭＣ（Fixed Mobile Convergence）サービスによる

真のユビキタスネットワーク化も進展しつつある。 

 

このように、端末レイヤーやネットワークレイヤーにおいては従来の壁を越えた

柔軟な組み合わせが可能なオープン化の方向に向かいつつある。しかしながら、依

然として分野内や分野を跨った情報の流通・連携は立ち後れている。オープン化に

向かう端末やネットワークを介して自由な情報の流通・連携が実現すれば、デジタ

ル情報の特性を活かし、これらを自由に組み合わせる（マッシュアップ）ことによ

ってさらなる付加価値を生むことも可能となり、「知識情報社会」の実現を加速化

することになる。 

 

自由な情報の流通・連携が実現していない背景には、プラットフォームレイヤー

の連携が出来ていないことが大きい。また日本では、個人情報やプライバシーの取

扱に関する問題、暗号化・匿名化等に係る技術的な課題等が絡んで、「オープンデ

ータ」という概念がほとんどない（各主体・地域等による「情報の囲い込み」が解

消されていない）ことが挙げられる。このため、政府や民間企業等の各主体が持つ

情報をオープン化・可視化し、各分野・制度内、さらには各領域を越えて共有・利

活用できるようにすることが重要である。このため、ＩＣＴ政策として、「情報の

利活用」を推進するための「情報流通連携基盤」の実現を最重要の課題として位置

                                                  
37 本年４月以降、ＮＴＴドコモより、同月以降発売する全ての端末においてＳＩＭロック解除が実施されてい
る。【資料 34】 
38 (株)ＭＭ総研「国内携帯電話及びスマートフォンの市場規模予測」によると、スマートフォンの販売台数に
ついては、平成 21 年度で 217 万台、平成 22 年度で 386 万台となる見通しであり、平成 27 年度には 2,030 万
台になると予測されている。また、契約数については、平成 21 年度末の 315 万件から、平成 27 年度には 4,760
万件に拡大すると予測されている。【資料 35】 
39 平成 22 年 11 月 26 日に、放送法等の一部を改正する法律（平成 22 年法律第 65 号）が成立し、通信・放送
分野におけるデジタル化の進展に対応した制度の整理・合理化を図るため、各種の放送形態に対する制度を統
合し、無線局の免許及び放送業務の認定の制度を弾力化する等、放送、電波及び電気通信事業に係る制度の整
備が行われた。【資料 36】 
40 Ｍ２Ｍとは、ネットワークに繋がれた機械同士が人間を介在せずに相互に情報交換し、自動的に最適な制御
が行われるシステムのことをいい、例えば、在庫管理、遠隔検診、運行管理、配送管理がそのサービスシーン
として挙げられる。【資料 37】 
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づけるべきである。 

 

これまでのＩＣＴ政策については、ＩＣＴ基盤の構築、ＩＣＴ利活用の推進、利

活用環境の整備の３点を主たる政策領域として展開されてきたが、特にＩＣＴ利活

用については、医療、行政、教育など個別分野ごとの情報化を促進することに力点

が置かれてきた。こうした取り組みはＩＣＴを各領域にどう展開していくかという

観点から引き続き重要であるが、こうした「縦軸」の情報化に加え、「情報の利活

用」のためのプラットフォーム作りという「横軸」の取り組みを重視すべきである。 

 

具体的には、各プラットフォーム間のＡＰＩ（Application Programming 

Interface）の標準化、データ様式等の連携、認証・課金機能等の連携、各分野で

異なる個人情報の取扱に関するルールの整合性の確保等、「情報の利活用」に係る

技術規格、運用ルールの策定等が必要である。こうした取り組みを進めることによ

り、どの端末、どのネットワークからも必要な情報にアクセスし、他者と共有し、

新たな付加価値を生み出すことが可能となる。また、こうした「情報流通連携基盤」

の実現は、耐災害性の強い情報流通を実現することにもつながるものであり、今回

の大震災の経験、更には今後の震災の可能性を踏まえ、その構築を急ぐ必要がある。  

 

なお、「情報流通連携基盤」の実現に向けて、政府においては、民間の取り組み

を積極的に支援するとともに、官民の情報流通連携を推進する観点から、民間の動

向を踏まえつつ、これと整合的・一体的にその実現に向けた取り組みを行う必要が

ある。 

 

 

情報流通連携基盤（プラットフォーム） 
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（クラウド間連携を含む）

情報流通連携基盤
（プラットフォーム）

（例）
➤APIの標準化
➤データ様式の連携
➤認証・課金機能等の連携
➤個人情報の取扱に関する

ルールの整合性確保

レ
イ
ヤ
ー
間
の
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
の
オ
ー
プ
ン
化
（
標
準
化
）

情報
（コンテンツ）

マッシュアップ
（組み合わせて利用）
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第２章 新事業創出戦略の方向性 

 

 

１．基本的考え方 

 

第１章では、今次震災の経験等を踏まえ、今後のＩＣＴ政策の基本理念を整理す

るとともに、「情報流通連携基盤」の実現を軸とする新たなＩＣＴ政策の方向性を

示した。 

 

以上を踏まえ、ＩＣＴ利活用の促進を通じた新産業の創出を図るためには、以下

の３点を基本的視点として整理することが適当である。 

 

第１に、これまで「技術ドリブン（中心・基軸）」視点であったＩＣＴ利活用施

策を、「課題ドリブン」、「ユーザードリブン」な施策へと転換することが必要であ

る。具体的には、ＩＣＴの専門家だけではなく、諸活動分野のＩＣＴを利用する「ユ

ーザー」（一般利用者を含む）を中心に、専門家、有識者・研究者、関係府省、Ｉ

ＣＴシステム構築事業者等の施策推進に関係するステイクホルダーが、より深く対

話し意思疎通を図りながら各施策を推進することで、共通の目標を明確にし、課題

解決に向けた最適解を導き出すことが求められている。その際、少子高齢化と人口

減少、一人暮らし高齢者の増加41等に対応するため、高齢者や障がい者をはじめと

した利用者のニーズを最大限尊重したＩＣＴサービスの開発等が求められる。 

 

また、ユーザードリブンなＩＣＴ利活用を推進する上では、災害時や大事故時等

において耐災害性の強いネットワークを構築する（ＢＣＰ（Business Continuity 

Plan） of ＩＣＴ）ことに加え、情報やデータの復元力・耐災害性を高める観点

からクラウドサービスの積極的導入等のＩＣＴの利活用を促進する（ＢＣＰ by 

ＩＣＴ）ことが必要である。 

 

第２に、ＩＣＴの利活用を新事業創出に結びつけていくためには、異業種連携に

より各企業等の得意とする経営資源（コアコンピタンス）を持ち寄り、新たなソリ

ューション等を産み出す非連続な「オープンイノベーション」の創出が求められる。

その際、技術や制度は各分野・領域に共通の要素があることから、例えば、医療と

介護との連携や農業と物流、環境を一体的に捉えたソリューションの提供等、分

野・領域横断的な異業種連携型の施策を推進することが重要である。 

                                                  
41 平成 20 年版高齢社会白書によると、65 歳以上の一人暮らし高齢者数については年々増加傾向にあり、平成
32（2020）年には約 631 万人に達することが見込まれている。【資料 39】 
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「オープンイノベーション」の推進は近年急速に進展している「低価格化・高機

能化」というデジタル機器のコモディティ化とも密接に関連している。モノ作りと

サービス提供を一体としてとらえる「モノのサービス化」によってＩＣＴ関連製

品・サービスの高付加価値化を強化していくためには、各プレーヤーが得意とする

経営資源（コアコンピタンス）を持ち寄り、「オープンイノベーション」による同

業他社連携や異業種連携を進めることが重要となる。また、「モノのサービス化」

が進む中、位置情報などを活用した「ローカル」という特性、ソーシャルメディア

によって不特定多数の利用者が相互につながり協働で価値を生み出す「ソーシャ

ル」という特性、自由に移動する中でコミュニケーションを円滑に行う「モバイル」

という特性を組み合わせる事業モデルが近年の潮流となっている42ことに留意が

必要である。 

 

第３に、グローバルな視点にたち、グローバル市場における日本企業にとっての

新産業領域を探り、創出するとともに、グローバル市場で新産業創出できるプレー

ヤーの創出・育成を図る必要がある。すなわち、「新事業創出戦略」の推進により

得られた成果については、社会的に実装され、広く全国に展開するとともに、でき

る限り、課題を共有する諸外国にも展開することが国際協調・国際貢献の視点から

必要とされる。 

 

その際、市場におけるユーザードリブンな傾向の高まりに対応していくためには

標準化戦略との連携を強化することが必要である。具体的には、デジュール標準だ

けではなく、製品・サービスの市場化を念頭に置きつつ、民間主導のデファクト標

準（フォーラム標準）を国としても積極的に支援していくことが必要である。 

 

 

２．検討の方向性 

 

（１）具体的施策 

 

第１章において、ＩＣＴ政策の基本理念として、１）通信インフラ等の耐災害性

の強化、２）ＩＣＴによる地域の「絆」の再生・強化、３）ＩＣＴ利活用による新

事業の創出、４）ＩＣＴによるエネルギー制約克服への貢献、５）ＩＣＴ産業の国

際競争力の強化の５つの柱を整理した。 

 

このうち、２）ＩＣＴによる地域の「絆」の再生・強化については、総務大臣主

                                                  
42 今後、モノを販売するだけでなく、その後もサービスを端末上で提供する「モノのサービス化」が進展し、
オープンな環境が「モノのサービス化」に対応し、付加価値を共創する場として、プラットフォーム間の連携
が必要になると考えられる。【資料 41】 
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催の「ＩＣＴ地域活性化懇談会」において検討が行われている43。また、５）ＩＣ

Ｔ産業の国際競争力の強化については、総務副大臣主催の「ＩＣＴグローバル展開

の在り方に関する懇談会」 において検討が進められている44。さらに、５つの柱

すべてに関連する研究開発・標準化の強化の在り方については、本審議会情報通信

政策部会の下に設けられた「研究開発戦略委員会」及び「情報通信分野における標

準化政策検討委員会」 において検討が進められている45。 

 

このため、本委員会においては、１）通信インフラ等の耐災害性の強化、３）Ｉ

ＣＴ利活用による新事業の創出、並びに４）ＩＣＴによるエネルギー制約克服への

貢献の３点を中心に具体的施策の検討を行った。なお、本委員会は「新事業創出戦

略」の検討を目的として設置されたものであり、３）ＩＣＴ利活用による新事業の

創出が、「新事業創出戦略」と直接的に関連するものである。しかしながら、前述

のとおり東日本大震災の経験を踏まえ、１）通信インフラ等の耐災害性の強化、４）

ＩＣＴによるエネルギー制約克服への貢献についても、新事業創出のための前提と

なるものであることから、本「新事業創出戦略」に位置づけた上で、具体的な施策

の取り組みについて次のとおり整理するものである。 

 

●通信インフラ等の耐災害性の強化：上記１） 

①通信インフラ等の耐災害性の強化・再構築 

②冗長性の高い情報提供基盤の構築 

 

●ＩＣＴ利活用による新事業の創出：上記３） 

③スマート・クラウド戦略の推進 

④テレワークの推進によるＢＣＰ強化・雇用創出 

⑤「情報の利活用」の積極的推進 

⑥東北地方における新たなＩＣＴ拠点の創造 

⑦電波を利用した新事業の創出 

⑧ＩＣＴ利活用推進のための環境整備 

 

●ＩＣＴによるエネルギー制約克服への貢献：上記４） 

⑨ＩＣＴによるエネルギー制約克服への貢献 
 

今後展開すべき具体的施策は以上の９項目であり、それらの概要は以下のとおり

である。 

 

                                                  
43 本年１月 26 日に設置され、同年２月 10 日以降、計３回の会合が開催され、同年５月 31 日に中間整理を取
りまとめる等、検討が実施されている。【資料 44】 
44 本年１月 31 日に設置され、同月 31 日以降、計２回の会合が開催され、検討が実施されている。【資料 45】 
45 前者については、本年２月 10 日に設置され、同月 28 日以降、計６回の会合が開催されており、後者につい
ては、本年２月 10 日に設置され、同月 25 日以降、計５回の会合（２つのワーキンググループを含む）が開催
され、それぞれ検討が実施されている。【資料 46～47】 
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①通信インフラ等の耐災害性の強化・再構築 

 

今回の震災において改めて顕在化したが、発災直後において、通信・放送イン

フラが機能することによって、初めて災害からの迅速な復旧、被災者の安全・安

心確保が可能となる。このため、耐災害性の強い通信・放送インフラを開発・構

築していく必要がある。また、迅速な被災者支援を可能とするためには、分散化

されたシステム上でのバックアップデータの活用等の観点からの施策展開も求

められる。具体的には、以下の施策に取り組む必要がある。 

 

第１に、重層的な情報通信ネットワークの構築が急務である。すなわち、災害

発生時に一つの情報通信網が途絶しても、他の情報通信網を介して地域住民に災

害情報等を伝達できるよう、防災無線、通信網、放送網等を連携させる仕組みの

構築が求められる。また、ネットワークの冗長性を確保する観点からは、ＩＸ

（Internet eXchange）機能46やデータセンタの地域分散化をはじめとして、

衛星インターネットと固定・移動通信ネットワークを組み合わせた網構築、通信

途絶時のメッシュ型無線ＬＡＮ（Local Area Network）網による応急復旧等

を推進すべきである。なお、総務省では本年４月より「大規模災害等緊急事態に

おける通信確保の在り方に関する検討会」を開催し、災害時における安全・信頼

性向上、緊急時の輻輳状態への対応について検討が進められており47、検討結果

が取りまとまったものから順次推進するとともに、年内を目途に検討結果を取り

まとめることとしており、本検討会の検討結果を踏まえつつ、施策の具体化を図

ることが適当である。 

 

第２に、自治体クラウド48の構築を一層推進すべきである。ブロードバンド環

境とデータセンタを活用したクラウドサービスを導入することにより、利用者で

ある地方自治体においては、これまで自治体ごと、部門ごとに整備されてきたサ

イロ型の情報システムの効率的な運用が可能となる。また、クラウドサービスを

導入することにより、必要に応じて低コストで柔軟かつ迅速にコンピュータ資源

を利用することも可能となる。今回の震災からの経験を踏まえ、津波等による地

域住民情報の消失を防ぐとともに、低コストで迅速な行政機能の復旧を可能とす

るためにも、地方自治体職員の情報リテラシーの向上と併せ、自治体クラウドの

構築を一層推進し、住民サービスの向上と情報システムの効率的な運用、業務継

続性の確保等を図るべきである。また、こうした取組が、今後、国や地方自治体

                                                  
46 例えば、東京には６つ、大阪には４つのＩＸが設置されている。【資料 48】 
47 本年４月に設置され、同月８日以降、計３回の会合が開催され、①被災した通信インフラの復旧のために直
ちに取り組むべき事項、②今後同様の緊急事態の発生に備えて、現行システムや技術を前提として取り組むべ
き事項、③技術革新を踏まえて取り組むべき事項等について検討が実施されている。【資料49～51】 
48 近年さまざまな分野で活用が進んでいるクラウドコンピューティング技術を電子自治体の基盤構築に導入
することにより、情報システムの効率的な整備・運用や住民サービスの向上等を図ることを目的としているも
のであり、詳細は、総務省「自治体クラウドポータルサイト」
（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/lg-cloud/index.html）参照。 
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の防災計画の見直し等にも反映できるよう関係機関と連携して取り組む必要が

ある。 

 

②冗長性の高い情報提供基盤の構築 

 

➢情報提供手段の多様性の確保 

 

ブロードバンドサービス及びウェブサイトによる情報提供が普及している

ものの、今回の震災でもみられたように災害発生時には政府・公共機関のウェ

ブサイトを中心としてアクセスが困難となった49。他方で前述のとおり、コミ

ュニティ FM や中波ラジオ等のみならず、ポータルサイトやソーシャルメディ

ア等が、緊急時の連絡や情報入手手段として有効であった。こうした経験も踏

まえ、情報提供手段を多様化する観点から、以下の施策に取り組む必要がある
50。 

 

第１に、災害発生時の政府、電力会社などの公的機関のサイトへのアクセス

集中により情報を得られない事態を回避するため、公的機関によるミラーリン

グ、クラウドサービスの活用等を促進するための手順等を政府部内において早

期に確立・共有化すべきである。 

 

第２に、住民に迅速かつ適切に災害情報を伝達するため、公的機関によるソ

ーシャルメディア等インターネットの活用を促進するためのガイドラインの

策定等を進めるとともに、地方自治体等からの情報を集約し、多様なメディア

に提供可能な基盤51の普及を推進すべきである。 

 

➢地域情報・サービスの広域提供に向けた仕組みの構築 

 

今回の震災では沿岸部の被災地、福島第一原子力発電所の放射能汚染の被災

地を中心として居住地を離れ広域的に避難をしなければいけない事態が生じ

ており52、仮設住宅についても 52,200 戸が必要と見込まれている53。こう

                                                  
49 例えば、文部科学省の「都道府県別環境放射能水準調査結果」のウェブページにおいては、「アクセスの集
中を防ぐため、文部科学省ホームページほか、下記にも情報を掲載しておりますので、ご覧ください。」とさ
れ、５つのサイトが紹介されている（http://www.mext.go.jp/a_menu/saigaijohou/syousai/1303723.htm 参照）。
【資料 52】 
50 なお、総務副大臣主催の「デジタルコンテンツ創富力の強化に向けた懇談会」においても、国内外に向けた
「多様な手段による正確・迅速な情報発信」の必要性が指摘されており、その実現のための具体的取組等が検
討されている。【資料 53】 
51 住民に提供すべき情報を発する者（地方公共団体等）と、住民に情報を直接伝える者（放送事業者等）の中
間に位置し、前者にとっては情報を発信しやすく、後者にとっては住民向けに提供する情報を受け取りやすく
するために情報を仲介する仕組みとして、「安心・安全公共コモンズ」が挙げられる。現在、「公共情報コモン
ズ」として、(財)マルチメディア振興センターにより、本年６月 13 日からサービス提供が開始され、同日現
在、情報発信者として８県 44 市町１団体、情報伝達者として放送事業者等 23 団体が参加している。【資料 55】 
52 脚注 21 に同じ。【資料 22】 
53 国土交通省「応急仮設住宅、公営住宅等の状況について」によると、本年６月６日 10 時現在、応急仮設住
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した広域的な避難においては、地元自治体からの情報提供、ＩＣＴを活用した

遠隔でのサービス提供の確保による地域の「絆」の再生・強化が必要である。

こうした地域情報・サービスの広域提供に向けた仕組みの構築の観点から、以

下の施策に取り組む必要がある。 

 

第１に、高齢者等のＩＣＴリテラシー（情報を読み解く力等）を向上させる

ことはもとより、高齢者等にとって使い勝手の良いサービス等の開発を促進す

べきである。例えば、被災地自治体から疎開先の地域住民に向けて生活情報等

をインターネットを介して発信し、高齢者等も容易に地元情報にアクセスする

ことができる仕組み（例えば、高齢者等において理解し、操作しやすいユーザ

ーインターフェースの開発等）を構築すべきである。 

 

第２に、遠隔医療等による広域医療連携54、携帯端末などから過去の診療・

調剤情報等の参照を可能とする医療クラウド（日本版ＥＨＲ（Electronic 

Health Record））55の構築、医療情報等の電子化を推進するとともに、これ

らを支える安全かつ最適な通信ネットワークの仕組み（例えば、衛星通信ネッ

トワーク、ＶＰＮ（Virtual Private Network）などをはじめ、非常災害時に

おいても、通信環境を安定的に確保し、秘匿性の高い情報をセキュアに伝送・

共有するとともに、情報を分散管理できる仕組み）を確立すべきである。 

 

第３に、ＩＣＴを活用した事業を軌道に乗せるところまで支援する人材を派

遣し、ＩＣＴ人材の定着を希望する地域と保有するスキルにより地域への貢献

を希望するＩＣＴ人材をマッチングさせる仕組みを創設すべきである。また、

地域からの情報発信を行う人材や、地域の情報発信環境の設定・運営を行うこ

とのできる人材等を活用し、「情報団」として組織化するなど、地域における

「共助」の仕組みを形成することも必要である56。 

 

③スマート・クラウド戦略の推進 

 

クラウドサービスは、コンピュータ資源を「所有から利用へ」と転換するもの

であり、行政機関や企業において重要データを手元に保管するのではなく、クラ

ウドサービス事業者のデータセンタに預けることとなる。データセンタにおいて

はデータ管理やセキュリティ対策が厳しく行われており、ＩＣＴの利用者からみ

                                                                                                                                                       
宅の必要戸数について、岩手県では 14,000 戸、宮城県では 23,000 戸、そして、福島県では 15,200 戸等とさ
れている。【資料 56】 
54 遠隔医療とは、医師と医師、医師と患者との間をＩＣＴ（インターネット、テレビ電話など）を活用して、
患者の情報を伝送し、診断等を行うことをいう。【資料 57】 
55 ＥＨＲとは、個人が自らの医療・健康情報（診療情報・健診情報等）を「生涯にわたって」電子的に管理・
活用できる仕組みのことであり、具体的効果として、過去の診療内容に基づいた医療機関間における継続的な
医療の実施、重複検査の回避等が挙げられる。【資料 58】 
56 地域人材の育成の在り方については「ＩＣＴ地域活性化懇談会」において具体的な検討が行われている。【資
料 44】 
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て情報システムの管理・運用の手間・コストの負担を大きく下げることを可能と

するものである57。 

 

総務省においては、2010 年５月、「スマート・クラウド戦略」を策定し、ク

ラウドサービスの利活用を促す利活用戦略、次世代クラウド技術の開発に向けた

研究開発戦略、クラウドサービスのグローバルな普及を見据えた国際戦略の３本

柱の下、様々な施策が展開されてきている。 

 

例えば、利活用戦略の一環として、昨年 12 月、（社）日本経済団体連合会（以

下「日本経団連」という。）を中心に、クラウドサービス事業者等により「ジャ

パン・クラウド・コンソーシアム」（ＪＣＣ）58が設立され、300 社以上の企業・

団体等が参加して、農業、健康・医療、教育等の様々な分野におけるクラウドサ

ービスの具体的なサービスモデルの検討等が民間主導で進められている（総務省

及び経済産業省はオブザーバーとして参加）。 

 

今回の震災、とりわけ津波被害において、地方自治体や企業の情報システムが

損壊・流出するなど甚大な被害が発生したが、前述のとおり、クラウドサービス

はコンピュータ資源を「所有から利用」へと変えるものであり、損壊した情報シ

ステムの復旧・復興を迅速かつ従来に比べて低廉に行うことが可能となる。この

ため、「東日本復興」のプロセスにおいてクラウドサービスの普及を積極的に図

ることが必要である。 

 

本年３月の総務省調査59によると、我が国におけるクラウドサービスの浸透度

は、前回調査（09 年 10 月）と比較して大企業で 25.2％増（18.3％→43.5％）、

中小企業においても 13.4％増（9.1％→22.5％）となっており、クラウドサー

ビスに対する認知度が高まってきており、復旧・復興の過程においてクラウドサ

ービスを活用する素地は整ってきている。また、クラウドサービスの市場規模は

2015 年時点で約 2.3 兆円まで拡大するものと見込まれており、新市場創出効

果が高いものと見込まれる60。 

                                                  
57 クラウドサービスの普及で期待される効果としては、産業の枠を超えた効率化の実現、社会インフラの高度
化の実現、環境負荷の軽減及び企業のグローバル展開の促進が考えられる。【資料 59～60】 
58 クラウドサービス関連企業・団体等におけるクラウドサービスの普及・発展に向けた様々な取組みについて、
横断的な情報の共有、新たな課題の抽出、解決に向けた提言活動等を行うことを目的として設立されたもので
あり、現在、教育クラウド検討ＷＧ、農業クラウドＷＧ，健康・医療クラウドＷＧ等６つのＷＧが設置されて
いる。【資料 61～62】 
59 調査の詳細については、「スマート・クラウド戦略に関するプログレスレポート（第１次）」（参考資料Ｃ）
を参照。【資料 12～13】 
60 2010 年のクラウドサービス市場規模は約 36 百億円であり、2015 年には６倍強の約 2.3 兆円へ成長が見込ま
れている。【資料 63】 
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このため、各分野におけるクラウドサービスの普及・促進に向けた取組を積極

的に推進することが必要であり、例えば以下の施策に取り組むことが求められる。 

 

第１に、政府は、ＪＣＣにおける農林水産業、健康・医療、教育等の分野にお

けるクラウドサービス普及に向けた取組を積極的に支援するとともに、被災地企

業等のクラウドサービス導入に対して助言等を行う等の支援を行い、復旧・復興

プロセスを加速化するとともに、情報システムの耐災害性や情報連携の強化等を

推進することが必要である。 

 

第２に、あらゆる分野でクラウドサービス等の適切な利用促進を図るため、引

き続き「ASP・SaaS 利用促進協議会」（ASPIC）61を通じて、クラウドサービ

ス等の提供者及び利用者に対するガイドラインの策定62等を進めるとともに、テ

キストデータ、位置情報、センサー等を経由して収集される膨大なストリーミン

グデータ（いわゆる「ビッグデータ」）の解析等の効率的な実施やクラウド間の

連携強化を実現するための研究開発の促進、クラウド間の円滑なデータ流通を可

                                                  
61 ＡＳＰ・ＳａａＳの唯一の業界団体として、社会・経済活動に不可欠なサービスインフラへと変貌するＡＳ
Ｐ・ＳａａＳの一層の促進のため、会員（本年６月時点で 160 社）に対する情報提供・共有、ビジネス支援、
コンサルティング受託、政策・制度立案支援等を実施している。【資料 64】 
62 例えば、医療情報の重要性から見た高度な安全性確保の要求を踏まえ、医療情報がＡＳＰ・ＳａａＳ事業者
によって適正かつ安全に取り扱われ、医療情報におけるＡＳＰ・ＳａａＳの利用の適切な促進を図ることを目
的に取りまとめた「ＡＳＰ・ＳａａＳ事業者が医療情報を取り扱う際の安全管理に関するガイドライン」（平
成 21 年７月 14 日策定、平成 22 年 12 月 24 日改訂）等が挙げられる。【資料 65】 
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能とするための標準化活動等を行う「グローバルクラウド基盤連携技術フォーラ

ム」（GICTF）63等の活動の支援を引き続き行うことが適当である。 

 

④テレワークの推進によるＢＣＰ強化・雇用創出  

 

テレワーク（ＩＣＴを活用した在宅勤務等）は、時間と場所を選ばない働き方

を実現するものとして、これまで特にワークライフバランスやＣＯ２排出量削減

の観点から取り組みが進められてきた。他方、今回の震災の経験を踏まえると、

大規模停電・節電や交通機関の麻痺時においても事業継続を可能とするためにテ

レワークが有効であることが示されている64。さらに、被災地では津波等で職を

失ったものの、地元を離れて就職することが困難な地域住民等がテレワークを活

用することで地元において即効的かつ簡便に就業することを可能とすることも

考えられる。 

 

上記を踏まえ、今回の震災においては被災地における新規雇用の創出、さらに

は今後想定される非常災害時等における企業・自治体の業務・事業継続（ＢＣＰ

対策）、電力消費の抑制、ＣＯ２排出量削減などを実現する観点から、テレワー

クの一層の推進を図るべきであり、以下の施策に取り組む必要がある。 

 

具体的には、関係府省と連携しつつ、テレワーク導入によるＢＣＰ・節電など

の具体的な効果・事例の収集・周知をはじめ、低廉かつ簡便なテレワークシステ

ムの体系化、テレワーク実施に係る運用規程（ひな形）等の整備、テレワーク導

入・運営に係る人的支援の仕組みを構築することが必要である。また、被災地外

の仕事をテレワークを通じて被災地につなぐ等による雇用創出に向けた取り組

みを行うことも重要である。 

 

⑤「情報の利活用」の積極的推進 

 

第１章で述べたように、ＩＣＴの利活用について、分野ごとの「縦軸」のアプ

ローチに加えて、各分野を越えた「情報の利活用」という「横軸」のアプローチ

を加え、「情報流通連携基盤」の実現を進めていくことが必要である。このため、

以下の施策を展開が求められる。 

 

第１に、いわゆる「ビッグデータ」の分析的利用を可能にし、多様な主体がそ

れらを自由に組み合わせること（マッシュアップ）により新たな付加価値を生む

                                                  
63 クラウドシステム構築技術と利用技術、クラウドシステム間のインターフェース技術等に関する研究開発や
実証実験の支援、標準化等を推進し、より高信頼かつ高品質なクラウドサービスのグローバルな提供実現を目
指すために設立された。【資料 66】 
64 東日本大震災の直後からテレワーク支援ツールの無償提供などのサービスが登場し、また、テレワークシス
テムに関する問い合わせ・相談が増加等した。【資料 67】 
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「情報の利活用」を積極的に推進するため、主体、分野・領域に閉じない情報の

流通・連携を図るための「情報流通連携基盤」の実現を推進すべきである。具体

的には、各プラットフォーム間のＡＰＩの標準化、データ様式等の連携、認証・

課金機能等の連携、各分野ごとに異なる個人情報の取扱に関するルールの整合性

の確保、クラウド事業者の遵守事項のガイドライン化等の汎用性のある技術・運

用ルールと、情報セキュリティ、ＩＣＴ人材等を合わせて、情報の流通・連携の

ための基盤整備として捉え、これを「横軸」として常に意識していくことが重要

になる。 

 

「情報流通連携基盤」を実現するためには、重要な課題の解決を目標とした具

体的な「情報流通連携基盤」の検証の積み重ねを通じて、より汎用性の高いもの

へ漸進的に取り組んでいく必要がある。具体的には、分野所管の関係府省とも密

接に協力・連携しつつ、以下の施策に取り組んでいくことが重要である。 

 

●農業の生産性向上を目標として、農業生産者が保有している知識をセンサー

ネットワーク等から得られる土壌や天候等の客観的なデータで裏付け、ノウ

ハウ化することで誰もが利用可能なクラウドサービスとしてオープン化す

るための技術・ルールの確立 

●正確な就労・研修履歴や資格に応じた労働待遇、社会保障の確保を目標とし

て、建設現場就労者の就労履歴、研修履歴、資格等の個人情報を国、自治体、

業界全体等で共有・利用するための技術・ルールの確立 

●家屋・建物の生産効率化と長寿命化を目標として、多様かつ大量の建設部材

の生産・流通・建設・修繕・更新に関する情報を統一的に流通・利用するた

めの技術・ルールの確立 

●高齢者等のケアの質の向上と社会保障費用の効率化を目標として、高齢者等

の在宅疾病健康管理情報を介護、医療に係る従事者・機関で共有・利用する

ための技術・ルールの確立 

●社会インフラの維持管理における安全性の向上とコストの低廉化、長寿命化

を目標として、社会インフラに関する多様な情報の収集・管理や、市民から

提供された情報の活用等を効率的に実施するための技術・ルールの確立 

●地盤災害の防止を目標として、国、自治体、民間で紙又はデジタルで蓄積さ

れている地盤ボーリング柱状図を広く公開し、民間で流通・利用するための

技術・ルールの確立 

●食品サプライチェーンの効率化と食品安全性を確保することを目標に、食品

生産、加工、流通、消費に関する情報を、これに関わる多くの主体、行政、

消費者等で流通・利用するための技術・ルールを確立 

●アナログ情報のネットワーク上への移転・有効活用を促進し、情報を長期に

わたって利用・保存・継承することを目標に、情報の生成・収集・登録・管

理における、デジタル化の方法、長期利用・保存・継承に係る技術・ルール
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の確立 

●地域の各地点における人々の経験、営為、歴史、産業等の情報を集積、保存、

一括閲覧・利用できるようにすることを目標に、多様なデジタルアーカイブ

のコンテンツと地理・位置情報の連結方法や汎用携帯端末での閲覧・利用方

法に関する技術・ルールの確立 

●今後、ＩＰネットワークやデジタル放送ネットワークを介して、利用者が高

度かつ多様な情報サービスを享受するためのプラットフォームとなる次世

代のブラウザー等について、様々な事業者が、通信と放送を連携させた様々

な双方向サービスを提供する共通の基盤としていくための、技術や運用ルー

ルの確立 

 

第２に、国及び公的機関の保有する災害関連情報、地盤情報等の復旧・復興関

連データのデジタルフォーマット（ＸＭＬ（Extensible Markup Language）、

ＣＳＶ（Comma Separated Values）等）での公開65を促すとともに、その

活用方策等の検討を進めるべきである。 

 

⑥東北地方における新たなＩＣＴ拠点の創造 

 

「日本再生」のための成長力確保は日本全体での強みを活かしつつ実現してい

く必要があるが、とりわけＩＣＴの観点からは東北地方の持つ強みを十分に活か

していくことが必要である。 

 

東北地方は、我が国有数の電気通信分野の研究拠点としての歴史を持つ。例え

ば、東北大学では、1935 年に電気通信研究所を設置するなど、電気通信分野

の先駆的研究の重点化に戦前から組織的に取り組んでおり、多数の成果を上げて

いる66。このような東北地方の強み・蓄積を「東日本復興」のみならず、「日本

再生」のためにも最大限活かすことが必要である。この観点から、テレワークを

活用したソフトウェア開発拠点の整備、東北地方への国内・海外研究開発及び実

証拠点の誘致など、ＩＣＴ産業の新たな開発拠点の創造が求められる。 

 

⑦電波を利用した新事業の創出 

 

電波利用の発展・成長により、ネットワークへの接続機会や接続形態が飛躍的

に広がるとともに、電波利用をめぐる新たな技術革新により、公共分野や道路交

                                                  
65 各府省や地方自治体等のホームページにおいて、携帯電話等からのアクセスやネットワークの負荷軽減、情
報の二次的な利用など考慮し、ＰＤＦやＷｏｒｄ、Ｅｘｃｅｌ等の形式のみではなく、ＨＴＭＬ、ＣＳＶ等で
も提供されることが推奨されている。【資料 68】 
66 例えば、①テレビの受信用に使用されている八木・宇田アンテナ、②電子レンジに使用されているマグネト
ロン、③光通信の３要素（発行素子、光伝送路、受光素子）、増幅器の開発等、光ファイバ通信の基礎の確立
等が挙げられる。 
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通分野（ＩＴＳ（Intelligent Transport Systems））等において、電波利用技

術を活用した新しく多様なサービスが生まれ、電波の利用範囲が更に広がりを見

せている。これらの電波利用の更なる進展により、少子高齢化、新産業創出、地

域活性化、環境問題への対応等、新たな分野における電波利用が広がっており、

我が国が抱える様々な社会問題への貢献が期待されている。 

また、従来からの主要無線メディアの成長にあわせて、新しい無線通信技術を

利用したシステムやサービスが登場し、新たな付加価値が生み出され、新たな電

波利用市場が形成67されている。電波の利用は、現下の厳しい経済情勢のもと我

が国の経済成長の牽引役としての役割も期待されている。 

さらに復旧・復興においても、災害に強いという特性を持つ電波の活用はきわ

めて重要であり、地域の情報通信基盤の耐災害性の向上のための技術開発や電波

利用による新産業の創出が期待されている。 

これらの観点から「東日本復興」及び「日本再生」につなげる上で、災害に強

い無線通信技術の特性を活かした未来型都市の構築に向け、以下の取り組みを集

中的に進める必要がある。 

 

第 1 に、災害による被害の発生を未然に防止し、あるいは軽減するため、災

害に強い国づくり、地域づくりを進めることが必要である。 

具体的には、ホワイトスペース68やセンサーネットワーク等の新たな無線技術

を地区全体に整備・展開し、地域における情報通信基盤を確立することで、地域

の安心・安全を確保するほか、地域コミュニティの情報収集・発信手段や地場産

業への活用、地域の「絆」の再生などにも寄与し、魅力あるまちづくり等を推進

すべきである。また、今後の余震・高波等の新なる災害の可能性を視野に入れな

がら、災害発生時に緊急警報をあらゆる情報通信手段を通じて、確実な警報伝達

を可能とするための防災行政無線システムの高度化の実現を図るべきである。 

 

第２に、災害に強い無線通信技術の開発、技術検証基盤の構築を進め、地域に

おけるワイヤレスブロードバンド環境の早期実現を図るべきである。このために

は、地域の研究機関とも連携し、開発成果を被災地区において導入実証し、実際

の被災地における通信システムの有効性を総合的に検証する必要がある。 

具体的には、今般の東日本大震災における被災地の経験・ニーズを踏まえ、被

災地において必要な通信を確保するため、様々なワイヤレスネットワークを災害

時の通信代替手段として利活用できるブロードバンドワイヤレステストベッド

の構築を実現すべきである。また、本テストベットを活用し、通信途絶時でも、

可搬型高機能無線局が自律的にネットワークを構成する「壊れない無線通信ネッ

トワーク」の技術開発を進める必要があるとともに、その成果の導入実証を進め

                                                  
67 社会インフラとして様々な分野での電波利用を推進し、新たな電波利用システムの実現により、2020 年に
新たに 50 兆円規模の電波関連市場が創出されることが見込まれている。【資料 69～70】 
68 新たな電波利用システムやサービスが進展し、今後も周波数に対する需要の増大が予測されている中、新た
に利用可能な周波数を創出する「ホワイトスペース」の活用が世界的に注目されている。【資料 71】 
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る必要がある。 

 

⑧ＩＣＴ利活用推進のための環境整備 

 

「東日本復興」及び「日本再生」において、耐災害性の確保、高い経済波及効

果等、ＩＣＴの果たす役割は大きい。他方、ＩＣＴの利活用は医療・教育をはじ

め様々な分野と関係するものであり、各分野の制度が必ずしもＩＣＴの利活用を

前提としていない場合もある。また、利用者にとっての使いやすさ（ユーザビリ

ティ・アクセシビリティ）、人材育成、安全安心な利用の前提となるセキュリテ

ィ等、ＩＣＴの利活用推進にあたっては、その環境整備を図ることも重要な課題

である。このため、以下の取り組みを進める必要がある。 

 

➢ＩＣＴの利活用を阻む規制・制度の見直し 

 

ＩＣＴの利活用を阻む規制・制度の見直しについては、高度情報通信ネット

ワーク社会推進戦略本部企画委員会の下に置かれた「情報通信技術利活用のた

めの規制・制度改革に関する専門調査会」69において、昨年１０月から調査が

行われ、本年３月に報告書がとりまとめられた70 。今後、この報告書を踏ま

え、政府としての対処方針の策定及び「新たな情報通信技術戦略工程表」（平

成 22 年６月高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部決定）の改定が予定

されているが、今般の震災における経験も踏まえ、非常時におけるＩＣＴ利活

用による減災等の観点から、行政・医療・教育等の公的サービスの提供におけ

るＩＣＴの利活用や分野・領域横断的な情報の利活用を阻害している規制・制

度の運用の明確化等、ＩＣＴの利活用を阻む規制・制度の改革を引き続き促進

すべきである。 

 

➢利用者本位のサービス等の開発を含むアクセシビリティ等の向上 

 

アクセシビリティ政策については、これまで、例えば電話リレーサービス等

の高齢者・障がい者に特化したＩＣＴサービスの開発・提供に重点が置かれて

いたが、今後は、障がい者・高齢者を含む全ての人の情報へのアクセシビリテ

ィの向上に資するユニバーサルデザインの実現にも重点が置かれるべきであ

る。 

 

                                                  
69 高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部令（平成 12 年政令第 555 号）第 2条の規定に基づき、「情報通
信技術の利活用を阻むような規制・制度・慣行、サービスの仕組みそのものの在り方や運用等の洗い出しを行
い、国民にとって利益となる形で抜本的に見直すために必要な調査（略）を行うため」に設置された（平成 22
年６月 22 日高度情報通信ネットワーク社会推進本部決定）。【資料 72～73】 
70 ＩＣＴの利活用のための規制・制度改革に係る議論の詳細は、「情報通信技術利活用のための規制・制度改
革に関する専門調査会報告書」（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kaikaku/hokokusho.pdf）を参照。 
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また、災害時に被災者が保持し利用するＩＣＴ手段としては、まず携帯端末

が挙げられるため、この携帯端末による情報流通・利用について、さらに有効

性や利便性を高めることが重要である。このため、災害時に限られることなく、

平時のいわゆる「プッシュ型行政サービス」 や「マイ・ポータル」の実現71の

ためにも、電子行政サービスへの認証手段を多様化する観点から、携帯端末等

を媒体としたアクセシビリティの向上を図ることが必要である。 

 

➢「情報活用人材」、高度ＩＣＴ利活用人材の育成 

 

従来から日本経団連等により指摘されてきた高度ＩＣＴ人材の重要性に加

えて、利用者の視点、より広い社会という視点に立っていわゆる「ビッグデー

タ」等からもたらされる情報・知識を活用し新しいビジネスモデルや社会シス

テムを創出できる人材の育成の重要性が高まっており、このような人材の獲得

競争が世界的に始まっている。この観点から以下の取り組みを進める必要があ

る。 

 

第１に、これら「情報活用人材」育成のために、これまで以上に産学連携や

人材相互交流の強化、各組織で中核となるＣＩＯの確保・育成が必要である。 

 

第２に、例えば、農林水産業、行政、医療、教育等、これまでＩＣＴ利活用

が進んでいない分野を中心として、今後、「情報活用人材」を急速に育成して

いくためには、必要となる情報活用能力を定義し、このための育成プログラム

を構築していくことが望まれる。 

 

➢情報セキュリティの強化 

 

情報セキュリティの向上には啓発・教育が重要となる。特に、「専門家」と

「一般ユーザ」の間を取り持つ「看護師」的な役割を果たすものとして、地域

コミュニティの支援、サポーター育成、マッチングシステム、見守りセンター

等が有効と考えられる。なお、セキュリティ対策の実施にあたっては、その対

策に費やすコストと対策しないことによるリスクとの比較評価による合理的

な対応とともに、想定外の事故が発生した場合でも、致命的な状態にならない

ようなセーフティネットの実現が肝要である。 

 

⑨ＩＣＴによるエネルギー制約克服への貢献 

                                                  
71 現在、高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部企画委員会の下に置かれた「電子行政タスクフォース」
（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/denshigyousei/index.html 参照）、政府・与党社会保障改革検討本
部に置かれた「社会保障・税に関わる番号制度に関する実務検討会」及びそれらの下に共同で設置された「情
報連携基盤技術ワーキンググループ」等（http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/bangoseido/index.html#03 参照）
において検討が行われている。 



 
 

28 
 

 

福島第一原子力発電所の事故をはじめとする今回の震災の発電施設への影響

により、被災地のみならず広範囲にわたる電力の供給制約が生じている。電力需

給緊急対策本部（現「電力需給に関する検討会合」）では、本年５月13日、「夏

期の電力需給対策について」をとりまとめ、東京・東北電力管内全域において需

要抑制率について▲15％を目標としている72。 

 

ＩＣＴはこれまでも高い CO2 削減効果が期待される分野73として、ＩＣＴに

よる CO2 排出量の削減（Green by ICT）やＩＣＴ産業における CO2 排出量

の削減（Green of ICT）の取り組みが進められてきたが、喫緊の課題となって

いる電力供給不足による国民生活・経済活動への影響を極力小さくするため、

ICT によるエネルギー制約克服への貢献という観点から、以下の施策について積

極的に取り組んでいく必要がある。 

 

➢日本型スマートグリッドの推進 

 

スマートグリッドは、太陽光発電等の再生可能エネルギーを需要家が電力会

社に販売することなどにより、系統電源への依存度を低下させ、CO2 排出量

の削減を目指すものである74。しかし、上記のとおり東日本大震災の発生によ

り供給が需要を下回る供給制約が生じ、スマートグリッドの早期構築の必要性

が顕在化するとともに、こうした事態への対応が急務となっている。 

 

スマートグリッドを実現していくためには、エネルギー政策全体の中で総合

的・整合的に施策展開をしていく必要があり、昨年１月に設立された「次世代

エネルギー・社会システム実証関係省庁連絡会議」において関係府省が連携し

て取り組みが進められている75。 

 

スマートグリッドの推進にあたっては、送配電網の高度化という視点に加え、

再生可能エネルギーの「地産地消」の観点を重視すべきである。その際、再生

可能エネルギーは発電量の波動性が大きいことから、需要家間で電力を相互に

                                                  
72 今夏の供給力の見通しとして、東京電力から東北電力に最大限の融通を行うこととし、この結果、東京電力
で 5,380 万 kw（本年７月末）、東北電力で 1,370 万 kw（本年８月末）となり、最低限必要な需要抑制率は、東
京電力で▲10.3％、東北電力で▲7.4％になるとされ、そして、余震等による火力の復旧の遅れ、再被災、老
朽火力の昼夜連続運転、被災火力の緊急復旧等に伴う技術的リスク、電力融通の不調等のリスクを踏まえ、需
要抑制の目標が設定された。なお、本年５月 16 日に、電力需給緊急対策本部は電力需給に関する検討会合に
改組されている。 
73 ＩＣＴ利活用の促進等により、2020 年には、最大で 1990 年比 12.3％のＩＣＴによるＣＯ２排出量削減効果
が期待される。また、ＩＣＴ機器等の使用によるＣＯ２排出量は、光通信技術等の研究開発やクラウドコンピ
ューティングの利用推進等の対策を講じることで、2012 年と同水準に抑制することが可能。【資料 74～75】 
74 スマートグリッドとは、機器の消費電力特性抽出等により電力の流れを情報化し、①電力使用量の「見える
化」、②電力需要に対応した「デマンドレスポンス」、③トータルの電力使用量を地域レベルで最適制御（「マ
イクログリッド」）等を実現するものである。【資料 76】 
75 資源エネルギー庁、総務省（通信）、国土交通省（電気自動車、エコ住宅）、農林水産省（バイオマス）、環
境省、文部科学省、内閣官房等が参加している。 



 
 

29 
 

融通する仕組みの構築が必要である。ただし、その実現には所要の環境整備が

必要であり、中期的なアウトカム目標として位置付けつつ、地産地消モデルの

標準仕様化等を進めるとともに、地域における再生可能エネルギーの活用を進

め、域内循環を高めるための取組等、「緑の分権改革」76の推進に向けた取組

等を今後も着実に推進すべきである。 

 

こうした中期的な取り組みとともに、短期的な取り組みも求められる。具体

的には、以下の施策展開が求められる。 

 

第１に、需要家側における電力消費量を把握することができる「見える化」

実現のためのスマートメータ77の試行配備を地域単位で集中的に行うなどの

取り組みが必要である。その際、ＢＥＭＳ（Building Energy Management 

System）やＨＥＭＳ（Home Energy Management System）とスマート

メータ等の連携に向けた標準仕様化（需要家側における消費電力の「見える

化」）等を推進する必要がある。 

 

第２に、需要家の承諾を前提として、消費電力データを活用したクラウドサ

ービスの提供、アプリケーションの活用等の促進、スマートメータの先行的・

試行的導入による電気予報のリアルタイム化について検討することが必要で

ある。 

 

第３に、関係府省と連携しつつ、産学官連携の仕組みの下、スマートメータ

から収集された消費電力に関するストリーミングデータをクラウドで処理す

るためのセキュリティ基準等の策定等を推進することが求められる。 

 

➢グリーンＩＣＴの推進  

 

日本型スマートグリッドの推進は、ＩＣＴを活用し、エネルギーの需給バラ

ンスの調整を効率的かつ高度に実現するものであり、グリーンＩＣＴの主要な

一角を占めるものであるが、それ以外にも、グリーンＩＣＴという観点から、

以下の施策を展開することが必要である。 

 

ＩＣＴによるＣＯ２排出量の削減（Green by ICT）やＩＣＴ産業における

                                                  
76 地域主権型社会を確立するため、行財政制度のみならず、エネルギーや食料の供給構造をはじめとした個々
人の生活や地域の経済等における地域主権を目指すことが求められており、それぞれの地域資源（豊かな自然
環境、再生可能なクリーンエネルギー、安全で豊富な食料、歴史文化資産、志のある資金）を最大限活用する
仕組を地方公共団体と市民、ＮＰＯ等の協働・連携により創り上げ、地域の活性化、絆の再生を図ることを通
じて、地域から人材、資金が流出する中央集権型の社会構造を分散自立・地産地消・低炭素型に転換し、「地
域の自給力と創富力（富を生み出す力）を高める地域主権型社会」の構築を実現しようとするもの（総務省「緑
の分権改革」http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/bunken_kaikaku.html 参照）。
【資料 77】 
77 スマートメータは、電力使用量等を電力会社等に配信する双方向の通信機能を有している。【資料 78】 
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ＣＯ２排出量の削減（Green of ICT）を進めるため、省エネ･環境負荷低減の

ベストプラクティスモデル及び環境影響評価手法の確立等を図ることが必要

である。また、Green of ICT の観点からは、データセンタのグリーン化、通

信ネットワークのグリーン化のための研究開発等を重点的に進める必要があ

る。さらに、Green by ICT の観点からは、前項の日本型スマートグリッドの

推進に加え、ＩＣＴの徹底的な利活用による環境にやさしいまちづくりのため

の取組等を進める必要がある。 

 

（２）ＩＣＴ利活用政策の推進における取組 

 

今日の厳しい財政事情を考慮すると、ＩＣＴ利活用政策においても、他の政策同

様に、これまで以上の効率性・公正性・説明責任の担保が求められる。このため、

ＩＣＴ利活用政策の推進にあたっては、ＰＤＣＡサイクルの明確化等の観点から、

以下の取組を推進することが必要である。 

  

①ＩＣＴ利活用政策の「ロードマップ」の策定と「段階的管理」 

 

ＩＣＴ利活用政策の推進に当たっては、まず、ＩＣＴを使用した情報の流

通・利活用によりどのような具体的な課題を解決するのかを関連組織共通の目

標として明確にするとともに、目標達成の評価指標や目標に至るまでの期間・

プロセスを可視化するロードマップを個々のＩＣＴ利活用政策ごとに事前に

策定するべきである。 

 

ロードマップを構成する全プロセスは、複数年度にわたって、例えば、①技

術面での課題・リスクを明確化し、これに対処する研究開発段階、②社会・制

度面での課題・リスクを明確化し、これへの対処を図る社会実験段階、③社会・

制度面での改革に着手し、その効果を検証する試験導入段階、④普及状況を把

握し、必要な支援を行う普及促進段階に区分されることになる。個々のＩＣＴ

利活用政策の下でそれぞれの段階で個別のプロジェクトが実施されるが、個別

のプロジェクトについても、それぞれの解決すべき課題・リスクを明確化して

評価指標を定め、各段階でのＰＤＣＡサイクルを回して、次の段階を進めるこ

との可否の判断や、当初設定した目標の検証、全体のロードマップの修正や明

確化を行っていく必要がある。 

 

②アウトカムの設定と適切な事前評価の実施 

 
委託事業等の採択のための事前評価の精度を上げていくために、評価者毎の

評価結果の公表といった「評価手法」の見直し、これまで以上に委託事業等申

請者の中で実際に携わるメンバーの事業実施能力やマネージメント能力の評
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価の重視といった「評価項目」の見直しを行うべきである。 

 

③適切な事後評価とフォローアップ 

 

ロードマップを構成する各プロジェクト毎に、対応する課題・リスクに応じ

た事後評価を実施し、次の段階への移行の可否、アウトカムの修正や明確化等

を外部評価委員により適切に実施する必要がある。そして、成果と評価は合わ

せて広く公開し、次の段階へと繋げるともに、民間等による普及・展開の成功

に繋げるべきである。 

 

一方、技術革新のスピードが速く、常に多様な背景を持つ主体が複雑に関与

しやすいＩＣＴ利活用の分野においては、プロジェクトが失敗に終わり、次の

段階への移行が否定されることも起こりえるが、その場合にも、失敗の原因を

外部評価委員を交えて要因検証し、その経過と結果を広く公開することが重要

である。当該要因検証等を、以後の政策立案に生かしていくことが大切な点と

考えられる。この処置を続けることにより、中断と判断せざるを得ないプロジ

ェクトの数は減少していくと予想されるため、中長期的には、予算の有効活用

に役立つと期待される。 

 

 ④ＩＣＴ利活用政策の構造化 

 

新しいＩＣＴ利活用政策は汎用性のある情報流通連携基盤を実現すること

を全体的な成果物とすることから、個々のプロジェクトをばらばらに実施して

いくのではなく、様々な課題解決に取り組む多様なプロジェクトを汎用性の確

保のために相互補完的や役割を担うものとして束ね、構造化することが必要で

ある。 
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第３章 今後の検討課題 

 

 

１．「東日本復興」及び「日本再生」プロセスの進展とＩＣＴ政策の在り方 

 

第２章では、「新事業創出戦略」として、まずは、「東日本復興」及び「日本再生」

に関わりの深い施策を優先的に進めていく政策の方向性を示した。 

 

ここで提言された９項目に及ぶ施策は、いずれも「情報流通連携基盤」の実現に

貢献するものである。通信インフラ等の耐災害性の強化・再構築（①）や冗長性の

高い情報提供基盤の構築（②）は、ネットワークの重層構造化、情報基盤間連携を

図ることで災害時における情報流通の「断」が生じないような環境整備を図るもの

である。また、スマート・クラウド戦略の推進（③）は、従来の企業、産業の枠を

超えた情報連携を実現するものであり、テレワークの推進によるＢＣＰ強化・雇用

創出（④）は、雇用の情報マッチングを距離の制約を越えて実現するという意味で

「情報流通連携基盤」の一つと位置づけられよう。 

 

また、「情報の利活用」の積極的推進（⑤）は、「情報流通連携基盤」そのもの

を業態を越えて実現することを目指すものである。ＩＣＴによるエネルギー制約克

服への貢献（⑨）で掲げた日本型スマートグリッドの推進も、エネルギーの流通情

報と需要家側の情報を連携させる施策である。そして、東北地方における新たなＩ

ＣＴ拠点の創造（⑥）や電波を利用した新事業の創出（⑦）は新たな「情報流通連

携基盤」のシーズ（種）を生み出す施策である。 

 

ＩCT 利活用推進のための環境整備（⑧）についても、「情報流通連携基盤」の

実現を促進するための環境整備を図るための施策であると位置づけられる。 

 

なお、東日本大震災が発生する以前に本委員会において行われていた議論につい

ても、上記の９項目の施策の中に盛り込まれていることに留意する必要がある。す

なわち、それぞれの施策は東日本大震災の発生前から重要性が認識されていた施策

であるといえる。東日本大震災の発生とその後の甚大な被害は、こうしたＩＣＴ関

連施策の重要性を図らずも浮き彫りにする結果となっている。その意味でも、「東

日本復興」と「日本再生」の早期実現に向け、提言した施策について着実に実現に

向けた取り組みが行われるよう、産学官の総力を挙げて取り組むことが必要である。 

 

ただし、「東日本復興」及び「日本再生」においては被災地の地方自治体のニー
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ズ、経済動向等により、今後とも政策の前提となる環境が大きく変わっていく可能

性がある。このため、本取りまとめ以降も、復旧・復興プロセスを踏まえつつ、ま

た被災した地方自治体の意向を最大限尊重しつつ、引き続きＩＣＴ政策の方向性に

ついて検討を深めていくことが必要である。 

 

 

２．「東日本復興」及び「日本再生」プロセスの先にある「知識情報社会」の構築

に向けて 

 

また、「東日本復興」及び「日本再生」を進めながら、今後はそれらのプロセス

の先にある 2020 年頃の目指すべき社会を具体化していくことが必要である。そ

の具体化にあたっては、社会経済システムにＩＣＴが深く組み込まれ、世界最先端

の「情報流通連携基盤」を通じた円滑な情報の流通・連携により、「知識情報社会」

を実現することが求められる。その際、例えば以下の項目を含め今後検討を深めて

いく必要がある。 

   

  

（１）通信・放送ネットワークの将来像 

 

Ｍ２Ｍ通信が普及し、あらゆるモノがネットに接続されることにより、リアル

空間とサイバー空間の連携が強化される真のユビキタス社会が実現するととも

に、時間や距離の概念を越えてサイバー空間内における社会経済活動が高度化し

た世界が実現していくのではないかと考えられる。 

 

従来のネットワークを起点とする垂直統合型の事業モデルから、各レイヤー間

で自由に機能を組み合わせて事業モデルを構築する可能性が高まる一方、「知識

情報社会」の実現に向けて新たな垂直統合型の事業モデルが主流となる可能性が

あると考えられる。その際、デバイスと通信・放送網の紐帯関係が緩くなり、端

末、ネットワークの別を問わず情報が双方向で流通する仕組みの比重が高まるの

ではないかと考えられる。 

 

１：Ｎを基本とする放送網、１：１を基本とする通信網に加えて、Ｎ：Ｎを

基本とするソーシャルメディアが有機的・相互補完的に組み合わされ、各ネッ

トワーク（メディア）の特性を活かしつつ、官民の適切な役割分担の下で、各

利用者のニーズに応じて自由に連携可能な市場環境になっていくのではないか

と考えられる。 

 

新たな垂直統合型の事業モデルがグローバル市場において主流となるとすれ

ば、我が国のＩＣＴ産業がこうした事業モデルに組み込まれ、柔軟な事業展開
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が阻まれる可能性があるのではないかと考えられる。 

 

第１章「４．『情報の利活用』を推進するための『情報流通連携基盤（プラッ

トフォーム）』の実現」において指摘したように、プラットフォームを起点とす

る新たな垂直統合型の事業モデルが普及してきており、モバイル端末市場にお

いても、従来の通信会社主体の垂直統合モデルからの移行が進みつつある。こ

うした中、従来は通信会社の提供する認証・課金機能を活用したコンテンツ・

アプリケーションの販売等によりモバイルコンテンツ市場が成長してきた。し

かし、スマートフォンが主体となり新たな事業モデルへ移行する中、通信会社、

コンテンツプロバイダ等が win-win の関係を築くことができる認証・課金機能

の在り方等についても検討を進める必要がある。 

 

（２）ＩＣＴ利活用の変化 

   

集合知を活用した商品・サービス開発、人と人の「つながり力」を活用した

コンセンサスの形成等、供給者側ではなく利用者が主体となったＩＣＴの利活

用が急速に進むのではないかと考えられる。その際、異なる領域、異なる地域

の情報連携等が進み、新たな価値が創造される社会に進化していくのではない

かと考えられる。 

 

少子高齢化の進展等により心身機能やライフステージにあった仕事を開発す

るなど、ＩＣＴの利活用に従来はなかった視点を加えていく必要がある。 

 

（３）ＩＣＴ利用環境の整備 

   

「情報流通連携基盤」が実現されていく中で、ベンチャー等の新規事業者が

次々と創業される環境の整備については、民主導を原則としつつ必要な政策の

方向性について検討を深めていく必要がある。その際、具体的な新規事業を立

ち上げる段階と、立ち上がった事業をさらに発展させる段階において、それぞ

れ課題が異なることについても留意が必要である。 

 

ソーシャルメディアの普及によって、個人の情報発信やネット上での連携が

可能となる等、企業と個人との間、個人間の「つながり力」が高まっている反

面、情報の信頼性の問題、トラブルが発生した場合の解決手法等について、民

主導を原則としつつ必要な利用環境の整備を進めていく必要がある。 

   

政府や民間企業等の各主体が持つ個人に関する情報をオープン化・可視化し、

各分野・制度内、さらには各領域を越えて共有・利活用できるようにし、震災

における情報流通の円滑化等の社会的課題を解決する観点から、引き続き個人
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情報やプライバシーにおける保護と利用の在り方について検討を深めていく必

要がある。 

 

コンテンツ・アプリケーション等の上位レイヤーとネットワーク等の下位レ

イヤーとの間の公正競争を確保する観点から、引き続き「ネットワークの中立

性」の在り方について検討を深めていく必要がある。その際、クラウドサービ

スの普及が「ネットワークの中立性」にどのような影響をもたらす可能性があ

るかについても検討を深めていく必要がある。 

    

ＩＣＴ利用環境の整備という観点から、企業コンプライアンスの確保、プラ

イバシー保護や個人情報の適正な取扱等、国境を越えたデータ等の流通におけ

る法制度の適用関係等に係るクラウドサービスを巡る国際的なコンセンサスの

醸成、ＤｏＳ（Denial of Service）攻撃等のグローバルなサイバー攻撃への対

応等、ＩＣＴ産業の国際展開を視野に入れつつ他国との連携をさらに推進して

いくことが必要である。 
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用語集 

 

（アルファベット順） 

項 目 頁 

（初出）

解 説 

ＡＰＩ 

【Application 

Programming Interface】 

13

アプリケーションの開発者が、他のハードウ

エアやソフトウエアの提供している機能を

利用するためのプログラム上の手続きを定

めた規約の集合を指す。個々の開発者は規約

に従ってその機能を「呼び出す」だけで、自

分でプログラミングすることなくその機能

を利用したアプリケーションを作成するこ

とができる。 

ＡＳＰ 

【Application Service 

Provider】 

21

ビジネス用アプリケーションソフトをイン

ターネットを通じて顧客に提供する事業者。

ＡＳＰＩＣ 

【ASP-SaaS Industry 

Consortium】 
21

特定非営利活動法人 ASP・SaaS インダス

トリ・コンソーシアム。クラウド・ASP・

SaaS・データセンター事業の発展と支援を

目的として、１９９９年に設立された。  

ＢＣＰ 

【Business Continuity 

Plan】 14

何らかの障害が発生した場合に重要な業務

が中断しないこと、または業務が中断した場

合でも目標とした復旧時間内に事業が再開

できるようにするための対応策などを定め

た包括的な行動計画。 

ＢＥＭＳ 

【Building Energy 

Management System】 29

ビルエネルギー管理システム。業務用ビル等

において、室内環境・エネルギー使用状況を

把握し、室内環境に応じた機器または、設備

等の運転管理によってエネルギー消費量の

削減を図るシステム。 

ＣＯ２ 

【Carbon Dioxide】 

10

二酸化炭素。大気中に 0.03％含まれる無色

無臭の気体。地球温暖化に及ぼす影響がもっ

とも大きな温室効果ガス。人間活動に伴う化

石燃料の消費とセメント生産および森林破

壊などの土地利用の変化が、大気中の二酸化

炭素濃度を増加させつつある。 
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ＣＳＶ 

【Comma Separated 

Values】 
24

データをカンマ(",")で区切って並べたファ

イル形式。主に表計算ソフトやデータベース

ソフトがデータを保存するときに使う形式。

汎用性が高く、異なる種類のアプリケーショ

ンソフト間のデータ交換に使われることも

多い。 

ＤｏＳ攻撃 

【Denial of Service】 
35

サービス不能攻撃。標的となるコンピュータ

やルータに大量のデータを送りつけてシス

テムをダウンさせる攻撃。不正アクセスの一

つ。 

ＥＨＲ 

【Electronic Health 

Record】 
19

電子健康記録。個人が自らの医療・健康情報

（診療情報、レセプト情報、健診情報、調剤

情報等）を電子的に長期にわたって管理・活

用できる仕組み。 

ＦＭＣ 

【Fixed-Mobile 

Convergence】 
12

固定電話（Fixed） と移動電話（Mobile）

を収束（Convergence）させるサービス。

利用者は固定通信網と移動通信網を意識す

ることなく利用できる。 

ＧＤＰ 

【Gross Domestic 

Product】 

7

国民総生産（GNP）から海外で得た純所得

を差し引いたもので、国内の経済活動の水準

を表す指標となる。 

ＧＩＣＴＦ 

【Global Inter-Cloud 

Technology Forum】 
22

グローバルクラウド基盤連携技術フォーラ

ム。クラウドシステム間の連携インターフェ

ースやネットワークプロトコル（通信方式）

の標準化を推進し、より信頼性の高いクラウ

ドサービスの実現等を目指し、２００９年に

設立された任意団体。 

ＨＥＭＳ 

【Home Energy 

Management System】 
29

家庭用エネルギー管理システム。住宅に ICT

技術を活用したネットワーク対応型の省エ

ネマネジメント装置を設置し、自動制御によ

る省エネルギー対策を推進するシステム。 

ＩＰ化 

【Internet Protocol】 
12

IP ネットワークをそのまま使って音声等を

やりとりすること。ＩＰ（インターネットプ

ロトコル）とは、インターネットによるデー

タ通信を行うための通信規約。 

ＩＴＳ 

【Intelligent Transport 

Systems】 
25

高度道路交通システム。情報通信技術等を活

用し、人と道路と車両を一体のシステムとし

て構築することで、渋滞、交通事故、環境悪

化等の道路交通問題の解決を図るもの。 
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ＩＸ 

【Internet eXchange】 
17

インターネット・サービス・プロバイダ

（ISP）相互間を接続する接続点。この相互

接続により、異なるプロバイダに接続してい

るコンピュータ同士の通信が可能。 

ＪＣＣ 

【Japan Cloud 

Consortium】 
20

ジャパン・クラウド・コンソーシアム。クラ

ウドサービスの普及・発展を産学官が連携し

て推進することを目的として、２０１０年に

設立された。 

LAN 

【Local Area Network】 17

企業内、ビル内、事業所内等の狭い空間にお

いてコンピュータやプリンタ等の機器を接

続するネットワーク。 

Ｍ２Ｍ 

【Machine to Machine】 12

ネットワークに繋がれた機械同士が人間を

介在せずに相互に情報交換し、自動的に最適

な制御が行われるシステムのこと。 

ＮＰＯ 

【Non-profit 

Organization】 

6

非営利団体一般のことを指す場合と、特定非

営利活動促進法により法人格を得た NPO 

法人のみを指す場合がある。 

ＯＳ 

【Operating System】 

2

「基本ソフトウェア」とも呼ばれ、キーボー

ド入力や画面出力等の入出力機能、ディスク

やメモリの管理など、多くのアプリケーショ

ンソフトが共通して利用する基本的な機能

を提供し、コンピュータシステム全体を管理

するソフトウェア。 

ＰＤＣＡサイクル 

【Plan Do Check 

Action】 30

マネジメントサイクルに関する方法論の 1 

つで、計画（Plan）、実行（Do）、評価

（Check）、改善（Act）のプロセスを継続

的に実施し、繰り返し改善を図っていくこ

と。 

ＳaaＳ 

【Software as a 

Service】 

21

ネットワークを通じて、アプリケーションソ

フトの機能を顧客の必要に応じて提供する

仕組み。 

ＳＩＭロック 

【Subscriber Identity 

Module】 11

特定の事業者あるいは利用者のＳＩＭカー

ド（利用者の電話番号、識別番号等の情報を

記録したＩＣカード）を差し込んだ場合のみ

に動作するよう、端末に設定を施すことをい

う。 
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ＶＰＮ 

【Virtual Private 

Network】 19

仮想閉域網。公衆回線をあたかも専用回線で

あるかのように利用できるサービスのこと

をいう。企業内ネットワークの拠点間接続な

どに使われ、専用回線を導入するよりコスト

を抑えられる。 

ＸＭＬ 

【eXtensible Markup 

Language】 

24

ＨＴＭＬと同様に、ウェブぺージを記述する

際などに用いる言語であり、テキスト中にタ

グと呼ばれる書式属性を定義する文字列を

埋め込み、文字列の位置付け等を記述する。

ＨＴＭＬとの違いは拡張性にあり、ＸＭＬで

は任意のタグを定義してＨＴＭＬにはない

書式属性を定義することが可能。 

 

 

 

（５０音順） 

項 目 頁 

（初出）

解 説 

アクセシビリティ 

9

情報やサービス、ソフトウェア等が、どの

程度広汎な人に利用可能であるかをあらわ

す語。特に、高齢者や障害者等、ハンディ

を持つ人にとって、どの程度利用しやすい

かということを意味する。 

アプリケーション 

2

ワープロ・ソフト、表計算ソフト、画像編

集ソフトなど、作業の目的に応じて使うソ

フトウェア。 

イノベーション 

3

新技術の発明や新規のアイデア等から、新

しい価値を創造し、社会的変化をもたらす

自発的な人・組織・社会での幅広い変革の

こと。 

インターフェース 
12

機器や装置等が他の機器や装置等と交信

し、制御を行う接続部分のこと。 

遠隔医療 

5

医師と医師、医師と患者との間等において

ＩＣＴ（インターネット、テレビ電話など）

を活用して、患者のバイタル情報や放射線

画像などを伝送し、診断等を行うこと。 

エンジェル（投資家） 
3

ベンチャー企業に投資・支援する個人投資

家。 
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オープンイノベーション 

14

自社内外のイノベーション要素を最適に組

み合わせることで新規技術開発に伴う不確

実性を最小化しつつ新たに必要となる技術

開発を加速し、最先端の進化を柔軟に取り

込みつつ、最短時間で最大の成果を得ると

同時に、自社の持つ未利用資源を積極的に

外部に切り出し、全体のイノベーション効

率を最大化する手法。 

オープンソース 

2

インターネット等を通じて、ソフトウェア

の設計図であるソースコードを無償で公開

し、誰でもソフトウェアの改良や再配布を

行なえるようにすること。また、そのよう

なソフトウェアのこと。 

オープンデータ 

12

政府が統計・行政などのデータをオープン

にすること。Data.gov （米国）や

Data.gov.uk （英国）などの取組が各国政

府によって、行われている。 

クラウドサービス 

2

インターネット等のブロードバンド回線を

経由して、データセンタに蓄積されたコン

ピュータ資源を役務（サービス）として、

第三者（利用者）に対して遠隔地から提供

するもの。なお、利用者は役務として提供

されるコンピュータ資源がいずれの場所に

存在しているか認知できない場合がある。

コアコンピタンス 

14

competence とは、能力、適格、権能、

権限という意味があり、そのコアとなるこ

との総称であるが、米国では勝ち残るため

の能力という意味で使われる。このような

言葉が登場した背景には、インターネット

の普及により、ニュー・エコノミーが注目

されるようになり、一人勝ち現象が起こっ

たことが挙げられる。 

コミュニティＦＭ 

5

市町村単位を放送エリアとする FM 放送。

放送エリアが小さく、より地域に密着した

番組を放送していることが特徴。 

コンセンサス 34 意見の一致。合意。 

コンプライアンス 

35

法令遵守。企業が経営・活動を行ううえで、

法令や各種規則などのルール、さらには社

会的規範などを守ること。 
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サプライチェーン 

11

取引先との間の受発注、資材の調達から在

庫管理、製品の配達まで、いわば事業活動

の川上から川下に至るまでのモノ、情報の

流れ。 

冗長性 

9

設備を最低限必要な量より過剰に用意して

おくことで、一部の設備が故障してもサー

ビスを継続して提供できるようにシステム

を構築すること。 

ストリーミングデータ 

21

ストリーミング形式で送受信するデータ。

ストリーミングとは、インターネット等の

ネットワーク上の映像データや音声データ

を視聴する際に、データを受信しながら同

時に再生を行なう方式のこと。 

スマートグリッド 

28

発電設備から末端の機器までを通信網で接

続、電力流と情報流を統合的に管理するこ

とにより自動的な電力需給調整を可能と

し、電力の需給バランスを最適化する仕組

みのこと。 

スマートメータ 

29

双方向の通信機能を持つ電力計。家屋やビ

ル、工場などの電力消費状況をリアルタイ

ムで把握。データを電力会社が集計して、

電力を効率的に供給するスマートグリッド

（次世代送電網）の運用に役立てる。電力

会社の検針業務を自動化できるほか、消費

者も家庭内の電力消費が分かる。 

センサーネットワーク 

12

部屋、工場、道路など至る所に埋め込まれ

たセンサーが周囲の環境を検知し、当該情

報がユーザや制御機器にフィードバックさ

れるネットワーク。 

ソーシャルメディア 

3

ブログ、ソーシャルネットワーキングサー

ビス（SNS）、動画共有サイトなど、利用

者が情報を発信し、形成していくメディア。

利用者同士のつながりを促進する様々なし

かけが用意されており、互いの関係を視覚

的に把握できるのが特徴。 

ソリューション 

9

課題やニーズに対して、情報通信の技術要

素(ハードウェア、ソフトウェア、通信回線、

サポート要員等）を組み合わせることによ

り対応すること。（「～サービス」、「～ビジ
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ネス」） 

中波ラジオ 

5

振幅変調（AM）による国内ラジオ放送。

五百二十六・五キロヘルツから千六百六・

五キロヘルツまでの周波数を使用して音声

その他の音響を送る放送。 

データセンタ 

17

サーバを設置するために、高度な安全性等

を確保して設計された専用の建物・施設の

こと。 

サーバを安定して稼働させるため、無停電

電源設備、防火・消火設備、地震対策設備

等を備え、ID カード等による入退室管理な

どでセキュリティが確保されている。 

テキストデータ 
21

レイアウト情報や修飾情報を持たない、純

粋に文字のみで構成されるデータ。 

デジュール標準 

15

標準化機関により制定された標準で、明確

に定められた手続に基づき広範な関係者の

参加を得て策定されるもの。 

デファクト標準 

15

市場で多くの人に受け入れられることで事

後的に標準となったもの。デジュール標準

のような標準化のプロセスを経ていない

が、「事実上の」標準となっているもの。 

テレワーク 

16

ICT を活用した、時間と場所にとらわれな

い、柔軟で多様な働き方。企業等に勤務す

る被雇用者が行う雇用型テレワーク（例：

在宅勤務、モバイルワーク、サテライトオ

フィス勤務等）と、個人事業者・小規模事

業者等が行う自営型テレワーク（例：

SOHO、住宅ワーク）に大別される。 

ネットワークの中立性 

35

IP 化が進展する中でのネットワークの利用

の公平性（通信レイヤの他のレイヤに対す

る中立性）及びネットワークのコスト負担

の公平性（通信網増強のためのコストシェ

アリングモデルの中立性）のこと。 

ビジネスモデル 

27

ビジネスの仕組み。事業として何を行い、

どこで収益を上げるのかという「儲けを生

み出す具体的な仕組み」のこと。 

ビッグデータ 
21

利用者が急激に拡大しているソーシャルメ

ディア内のテキストデータ、携帯電話・ス
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マートフォンに組み込まれた GPS（全地球

測位システム）から発生する位置情報、時々

刻々と生成されるセンサーデータなど、ボ

リュームが膨大であると共に、構造が複雑

化することで、従来の技術では管理や処理

が困難なデータ群。 

フォーラム標準 

15

関係する企業が合同で規格を策定し、それ

を標準としたもの。たとえば、W３C、IETF、

IEEE など。 

プッシュ型行政サービス 

27

行政機関から個人に対して請求等がなくて

も各種通知・情報提供（例：出産時の子ど

も手当給付通知）を行うこと。 

ベストプラクティス 
30

優れていると考えられている事例やプロセ

ス、ノウハウなど。 

防災無線 

4

地震、火災、天災等の発生時等において、

国、地方自治体等の公共機関が円滑な防災

情報の伝達等を行うことを目的とした無線

通信。 

ポータルサイト 

5

インターネットに接続した際に最初にアク

セスするウェブページ。分野別に情報を整

理しリンク先が表示されている。 

ボーリング柱状図 

23

ボーリング調査結果で得られたボーリング

データのうち、土質・岩盤区分などのデー

タに対して、地表からボーリングが到達し

た深度までを柱状図形式で表示した図。 

ホワイトスペース 

25

放送用などある目的のために割り当てられ

ているが、地理的条件や技術的条件によっ

て他の目的にも利用可能な周波数。 

マイ・ポータル 

27

利用者が自己情報の閲覧や各種行政サービ

ス、民間サービスを受けるための総合窓口

となるポータルサイト。 

マッシュアップ 

12

Web 上に提供されている情報やサービス

などを組み合わせて、新しいソフトウェア

やサービス、データベースなどを作ること。

ミラーリング 

18

データの複製を別の場所にリアルタイムに

保存すること。コンピュータに障害が起き

た時でも、別のコンピュータからデータの

コピーを取り寄せれば復旧できる。 
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メッシュ型無線ＬＡＮ網 

17

広いエリアに設置した複数のアクセスポイ

ントが互いに無線でパケットをやり取りす

る技術をいう。バックエンドとなるインタ

ーネットなどへのアクセス回線が減り、低

コストで広い範囲の無線ＬＡＮ網を構築で

き、更に、障害に強いという特長がある。

モバイルコンテンツ 

34

モバイルインターネット上で展開されるビ

ジネス（デバイスは、携帯電話端末）。広義

では、iPod や PSP など携帯型デジタルオ

ーディオ機器や携帯型ゲーム機でのコンテ

ンツのダウンロードなども含む。 

ユーザビリティ 

26

ソフトウェアやウェブサイトの使い勝手の

尺度を表す言葉。ユーザビリティの高さは、

製品の操作性が優れていることを意味す

る。 

ユニバーサルデザイン 

9

バリアフリーは、障害によりもたらされる

バリア（障壁）に対処するとの考え方であ

るのに対し、ユニバーサルデザインはあら

かじめ、障害の有無、年齢、性別、人種等

にかかわらず多様な人々が利用しやすいよ

う都市や生活環境をデザインするという考

え方であり、ノースカロライナ州立大学（米

国）のロナルド・メイスが提唱。 

ユビキタス（ネット）社会 

33

ユビキタスネットワーク技術を活用し、い

つでも、どこでも、何でも、誰でもがネッ

トワークに簡単につながる社会像。 

ユビキタスネットワーク 

12

いつでも、どこでも、何でも、誰でもアク

セスが可能なネットワーク環境。なお、ユ

ビキタスとは「いたるところに遍在する」

という意味のラテン語に由来した言葉。 

ライフステージ 
34

人の一生を少年期・青年期・壮年期・老年

期などに区切った、それぞれの段階。 

リテラシー 

3

本来、「識字力=文字を読み書きする能力」

を意味するが、「情報リテラシー」や「IT

リテラシー」のように、その分野における

知識、教養、能力を意味することに使われ

ている場合もある。 

レセプト 
6

保健医療機関等が療養の給付等に関する費

用を請求する際に用いる診療報酬明細書等
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の通称。急性期病院においては診療内容の

詳細情報も含まれる。 
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ＩＣＴ利活用戦略ワーキンググループ 第一次とりまとめ 

 

平成 23 年 6 月 13 日 

 

 未曽有の被害が発生した東日本大震災からの復興は、第一優先の政策課題で

ある。この情勢下においても、ＩＣＴ利活用政策は、一層の安心・安全を提供

する、きめ細かな行政サービスを低廉に提供するなど、多様なメリットを国民

にもたらすため、継続して推進すべき重要政策である。 

 本とりまとめは、これまでのＩＣＴ利活用政策の問題点を明らかにしたうえ

で、一層成果の上がる政策の実現に向けて取り組むべき課題を提示し、具体的

な重点事項と推進方策の在り方を明確にするとともに、東日本大震災の経験を

ふまえた災害時における情報流通・利用の今後の課題について提言するもので

ある。 

 

１ 今後のＩＣＴ利活用政策に係る基本的な考え方 

（１）「技術ドリブン（＝中心・基軸）」から「課題ドリブン」、「ユーザードリ

ブン」への転換 

  これまでのＩＣＴ利活用政策は、新技術の発展可能性を実証し、実用化の

ための技術面を中心とした課題を明確化することに目標が置かれた、言わば

「技術ドリブン（＝中心・基軸）」な政策であった。しかし、ＩＣＴのコモデ

ィティー化（日用品化・低廉化）により技術的・経済的な制約がいよいよ小

さくなり、有線・無線のブロードバンド環境が全国的に整備され、クラウド

サービスの発展により大きなＩＣＴパワーを誰もが利用可能となった現在、

ＩＣＴ利活用政策は、様々な社会経済活動における課題を、様々なＩＣＴ技

術を自由に組み合わせ利用することで解決・軽減していくことに目標を置く、

いわば「課題ドリブン」な政策へと転換するべきである。 

  その際、「課題ドリブン」の「課題」が立場や視点に応じて複雑に絡み合う

点に注意を要する。例えば、経営的な視点から見た「セキュリティの向上」

という課題を解決するためのＩＣＴ利活用策が、「現場レベルでの処理の煩雑

化」という新たな課題を招くおそれがある。ＩＣＴを効果的に利活用するた

めには、課題を多角的な視点で整理・設定するとともに、ＩＣＴ導入の目標

は正しいか、実施する内容は正しいか、進め方は正しいかを検証しつつ、具

体的な取組を進めていく必要がある。概して、実際にＩＣＴを使用する現場

で課題を発生させるものは受け入れられないことから、「ユーザードリブン」

の視点を重視すべきである。 

  したがって、今後のＩＣＴ利活用政策は、「技術ドリブン」から「課題ド

（別添） 
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リブン」への転換と、「ユーザー」にとって真の課題解決につながる「ユー

ザードリブン」の発想を重視した施策推進が必要となる。具体的には、（Ｉ

ＣＴの専門家だけでなく、諸活動各分野のＩＣＴを利用する「ユーザー」（一

般利用者を含む）を中心に専門家、有識者・研究者、関係府省、事業者等の

施策推進に関係するステイクホルダーが、より深く対話し意思疎通を図りな

がら各施策を推進することで、共通の目標を明確にし、課題解決に向けた最

適解を導き出すことが求められている。 

 

（２）「ＩＣＴ利活用」から「情報利活用」への発展 

  今後のＩＣＴ利活用政策で重要な視点として、「『ＩＣＴ利活用』から『情

報利活用』への発展」を提起する。 

  東日本大震災を契機に、多様な機関が保有する情報をオープンに流通させ、

テキストデータ、位置情報、センサーデータ等の大規模データ群（｢ビッグデ

ータ｣（以下同））の分析的利用を可能にし、多様な主体がそれらを自由に組

み合わせ（マッシュアップ）て新たな付加価値を提供する、「価値ある情報の

利活用」の有効性・重要性が確認された。散在する情報がオープンに流通し、

より容易に集約、分析、加工、提供され、利用されることを通じて課題が解

決される。 

  ＩＣＴは情報を効率的に分析し、評価し、適切な関連付けを行い、伝達し、

共有し、保存することを可能とする道具として情報の利活用に係る課題解決

を支える。ただし、情報の利活用にＩＣＴを使用していくには、情報や知識

体系の整理・形式化による連携・共有（相互運用性の確保）を可能とする環

境を整備することが不可欠であり、そのための技術の確立・運用のルール作

りがＩＣＴ利活用政策上の重要な課題となる。 

 

（３）「分野」から「共通基盤」への重点化（「縦割」から「横軸」へ） 

  このような政策課題の推移（ＩＣＴ技術の利活用可能性の実証から、情報

利活用のためのＩＣＴ技術・ルールの確立）に伴い、ＩＣＴ利活用政策の体

系も転換していく必要がある。これまでのＩＣＴ利活用政策は、政府全体の

「ＩＴ戦略」として、医療、教育、行政等分野別の「縦割」でＩＣＴ政策を

体系化し、それぞれの分野でのＩＣＴ利活用を推進することにより、社会全

体でのＩＣＴ利活用を推進してきた。総務省のＩＣＴ利活用政策も、この枠

組みの中で、ＩＣＴの所管省として縦割り分野所管の関係府省と連携しつつ

主に技術的な観点から取り組んできた。しかし、縦割の枠組みの中に閉じて、

これに特化したＩＣＴの利活用を進めていくだけでは、情報流通・利活用に

よる価値創造の可能性を十分に生かせないおそれがある。また、ＩＣＴ自体
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が縦割内に閉じた情報流通を固定化してしまうおそれもある。主体だけでな

く、分野や領域を超えた情報流通・利活用を保証する汎用的なＩＣＴ環境を

確保していくことが求められる。実際に実現したいサービスや政策を縦糸と

すると、ＩＣＴは横糸の役割を果たすことになる。総合的で横断的な情報流

通を実現することが重要である。 

  したがって、今後は、個別分野・領域に閉じない情報流通・利活用を確保

するためのＩＣＴ利活用政策を重点的に推進していく必要がある。すなわち、

新しいＩＣＴ利活用政策においては、個別の課題への対応に閉じるのではな

く、様々な分野や領域の課題の解決に活用することを念頭に、情報の利活用

ルールを確立し、その成果をオープンに共有していく必要がある。ＩＣＴを

社会のクリティカルなインフラストラクチャーとして機能させていき、適切

な社会システムを構築する必要がある。 

その際、ＩＣＴは、システムだけを用意すれば機能するというものではな

く、地域社会における有機的な社会構造があってこそ十分に効用が発揮され

るものであることを踏まえ、地域におけるＩＣＴ利活用を豊かな社会づくり

に結びつける取組を推進することが必要である。 

  開かれた情報や知識体系の連携・共有環境の整備のための汎用性ある技

術・運用ルールと、情報セキュリティ、ＩＣＴ人材等とを合わせて、情報流

通・利活用のための共通基盤（情報流通連携基盤）として捉え、これを「横

軸」として常に意識していくことが重要になる。 

 

２ 成果の上がる政策の実現に向けた課題 

 

（１）ＩＣＴ利活用政策における効率性・公正性・説明責任の担保 

  今日の厳しい財政事情を考慮すると、ＩＣＴ利活用政策においても、他の

政策同様に、これまで以上の効率性（費用対効果を含む。）・公正性・説明責

任の担保が求められる。このため、民間のマネジメント手法の導入等により、

その推進手法自体を変革していく必要がある。すなわち、国民ニーズによる

政策目標の全体像の明確化、要する期間と直面する課題や不確実性等のリス

クの明確化、計画化、リスク回避のための関係府省等との積極的な連携、目

標と成果の比較評価と目標修正、事業内容・実施体制の見直しへのフィード

バックのＰＤＣＡサイクルを回すとともに、そのサイクル全ての説明責任と

情報開示を図っていくことが重要である。また、ＰＤＣＡサイクルすべての

段階においてＩＣＴを利用する「ユーザー」を積極的に関与させることで、「課

題ドリブン」「ユーザードリブン」の思想を貫く施策の展開が可能となる。 
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（２）ＩＣＴ利活用政策の「ロードマップ」の策定と「段階的管理」 

  ＩＣＴ利活用政策の推進に当たっては、まず、ＩＣＴを使用した情報の流

通・利活用によりどのような具体的な課題を解決するのかを関連組織共通の

目標として明確にするとともに、目標達成の評価指標や目標に至るまでの期

間・プロセスを可視化するロードマップを個々のＩＣＴ利活用政策ごとに事

前に策定するべきである。 

  ロードマップを構成する全プロセスは、複数年度にわたって、例えば、①

技術面での課題・リスクを明確化し、これに対処する研究開発段階、②社会・

制度面での課題・リスクを明確化し、これへの対処を図る社会実験段階、③

社会・制度面での改革に着手し、その効果を検証する試験導入段階、④普及

状況を把握し、必要な支援を行う普及促進段階に区分されることになる。個々

のＩＣＴ利活用政策の下でそれぞれの段階で個別のプロジェクトが実施され

るが、個別のプロジェクトについても、それぞれの解決すべき課題・リスク

を明確化して評価指標を定め、各段階でのＰＤＣＡサイクルを回して、次の

段階を進めることの可否の判断や、当初設定した目標の検証、全体のロード

マップの修正や明確化を行っていく必要がある。 

 

（３）アウトカムの設定と適切な事前評価の実施 

  ＩＣＴ利活用政策のロードマップにおいては、目標と達成評価指標を明確

に設定するとともに、これを構成する各段階のプロジェクトにおいても直面

するリスクと評価指標を設定する必要がある。 

  アウトカムは明確性やシンプル性の観点から数量化することが望ましいが、

安全性の向上や品質の向上等数値化に馴染みにくい目標もあることから、必

ずしもこれに限られるべきではない。ただし、その場合も、当該課題の解決

に責任を有する分野所管府省とアウトカムを共有化しておく必要がある。ま

た、中長期の取り組みを要し、当初は必ずしもアウトカムが達成可能か見通

せない場合もあるが、その場合でもロードマップに段階と直面するリスクを

明記し、年度ごとのＰＤＣＡサイクルを回すことにより、段階の進展に応じ

たアウトカムの明確化を図っていく必要がある。 

  委託事業等の採択のための事前評価に当たっては、外部有識者による評価

会が実施されているが、これまでの経験を踏まえ、より評価の精度を上げて

いく必要がある。具体的には、評価体制の強化や、評価者毎の評価結果の公

表といった評価手法の見直しを行い、評価者が緊張感をもって評価に取り組

めるようにすることが必要である。また、評価項目についても、これまで以

上に委託事業等申請者の中で実際に携わるメンバーの事業実施能力やプロジ

ェクトマネージメント能力を重視すべきである。 
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（４）適切な事後評価とフォローアップ 

  ロードマップを構成する各プロジェクト毎に、対応する課題・リスクに応

じた事後評価を実施し、次の段階への移行の可否、アウトカムの修正や明確

化等を外部評価委員により適切に実施する必要がある。 

  成果と評価は合わせて広く公開し、次の段階へと繋げるともに、民間等に

よる普及・展開の成功に繋げるべきである。一方、技術革新のスピードが速

く、常に多様な背景を持つ主体が複雑に関与しやすい ICT 利活用の分野にお

いては、プロジェクトが失敗に終わり、次の段階への移行が否定されること

も起こりうるが、その場合にも、失敗の原因を外部評価委員を交えて要因検

証し、その経過と結果を広く公開することが重要である。当該要因検証等を、

以後の政策立案に生かしていくことが大切な点と考える。この処置を続ける

ことにより、中断と判断せざるを得ないプロジェクトの数は減少していくと

予想されるため、中長期的には、予算の有効活用に役立つと期待される。 

  ロードマップのプロセスを終了し、その成果を民間による普及・展開段階

に移行した以降についても、実装・普及に係るリスクが民間の負担可能とな

るまで、定期報告等により状況把握に努め、予見されない課題への対処に努

めて、予算が最後に無駄に終わらないようにフォローアップしていく必要が

ある。 

 

（５）ＩＣＴ利活用政策の構造化 

  新しいＩＣＴ利活用政策は汎用性のある情報流通連携基盤を確立すること

を全体的な成果物とすることから、個々のプロジェクトをばらばらに実施し

ていくのではなく、様々な課題解決に取り組む多様なプロジェクトを汎用性

の確保のために相互補完的や役割を担うものとして束ね、構造化することが

必要である。 

 

３ 今後のＩＣＴ利活用政策の具体的な重点事項と推進方策 

 

（１）情報流通連携基盤 

  「技術ドリブン」から「課題ドリブン」、「ユーザードリブン」への転換、「Ｉ

ＣＴ利活用」から「情報利活用」への発展、さらには「分野」から「共通基

盤」への重点化を図る、新しいＩＣＴ利活用政策を実現するため、主体、分

野・領域に閉じない情報流通・利活用のための共通基盤として、情報・知識

やサービスの連携・共有環境の整備のための汎用性ある技術・運用ルールと、

情報セキュリティ、ＩＣＴ人材等とが整った環境（情報流通連携基盤）の整

備を推進すべきである。 
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  以下では、情報や知識体系の連携・共有環境の整備のための技術・運用ル

ールについて細分化して説明するとともに、これらを確立するための施策案

についての提案を行う。 

  なお、人材・リテラシー、アクセシビリティ、情報セキュリティについて

は、項を改めて説明する。 

 

ア 情報の取り扱いに関するルールと技術の確立 

 

① 情報のオープン化・共有化の推進 

  情報をビッグデータの分析的利用等のかたちで主体、分野・領域横断で流

通・集約・利用することにより、新たな事実や論理の発見による社会共有の

マニュアル化・ノウハウ化が可能となり、「価値ある情報の利活用」が実現す

る。このため、情報のオープン化、共有化を推進していくことが重要になる

が、情報の相互運用性を確保する観点から、情報をオープンにする際の技術

の規格化や二次利用のルール化が求められる。この規格は、情報流通・利活

用の中で、個々の情報利用者が求める様式（法令で定められた様式や、他の

情報とマッシュアップ可能なフォーマット等）に自動的・機械的に変換可能

であることが望ましい。 

  「価値ある情報の利活用」を実現するためには、原材料ともいえる多様な

情報が提供されることが必要であるが、情報の提供者として最も積極的な機

能・役割を発揮するべき主体は、政府である。国が持つデータの民間利活用

により新たな付加価値サービス創出を促す「オープンガバメント」を推進す

るべきであり、行政クラウドの構築に合わせる等して情報提供・公開やデー

タベースの構築に関するガイドラインを策定（ＸＭＬ形式での情報提供、Ａ

ＰＩの外部公開の推進、情報の二次利用ルールの策定等）することを通じて、

民間が新たなサービス・アプリケーションを開発する環境を提供することが

求められる。 

  また、同様の取り組みを民間主体間でも実施される環境（オープンデータ

環境）の形成促進も期待される。 

  一般利用者が参加してアプリケーションを開発するクラウドソーシングの

動きも積極的に取り入れることで「オープンガバメント」の推進にも寄与す

る。 

  どの分野でも個々の主体のうちに情報が留まる例が多く見られるが、この

要因のひとつとして、個人情報とセキュリティの取り扱いに関する現在の仕

組みに課題があると考えられ、その見直しが急務である。例えば、個人情報

について、個人情報保護と個人の受益のバランス、個人情報保護と公共の利
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益のバランス、セキュリティについては、リスクとコストのバランスを十分

考慮し、情報の囲い込みよりも流通・共有化による社会的な効用の増大を可

能とするようなインセンティブ付与の仕組みを取り入れる等の情報利活用ル

ールの確立が求められる。 

  米国では、消費者と事業者のサービス利用契約により、料金やサービス内

容に応じて個人情報の取扱いで差を設けることが一般的になっているが、日

本においても、電子商取引サイト等で Open ID 等、消費者の同意に基づき個

人の属性情報を事業者間で交換する仕組みの採用が進みつつあり、今後、例

えば、特区を活用するなどして、さらなる「オープンデータ」によるサービ

スの発展可能性を探ることが考えられる。 

  さらに、個人の属性情報等の管理に関しては本人のコントロール権限を明

確化し、この権限発動の容易さを技術的に確保するとともに、本人のコント

ロールに基づいた属性情報の利活用の基本的な在り方について議論を深める

ことによって、情報のオープン化が、幅広い社会的なコンセンサスを醸成し

ながら広範囲に進展することが期待される。 

  広範な情報連携を利用者の安心の下で可能とするためには、利用者におい

て、自らの情報が誰から提供され誰に利用されたのか、その属性情報等の流

通を追跡・管理できることや、利用者の同意を得る契約ひな形等の整備が必

要であり、分野ごとに流通する情報のデータ形式の統一等と併せて、認証・

課金機能等の連携に係る技術・ルールを確立することが求められる。 

  さらに、行政や民間の各機関に幅広く分散している情報の紐付け、連携を

進めるにあたって、社会保障と税の共通番号により整備される情報連携基盤

の活用が可能となれば、例えば、介護や福祉などの行政サービスの向上、行

政コストの削減による個人負担の軽減など、大きなメリットがある。 

 

② 情報の信頼性（クオリティ）の判別 

  ＩＣＴを使用して主体、分野・領域横断的に流通・利用される情報は、当

然、個々に信頼性のレベルが異なるものであるが、情報や見解は多様で多元

的であることが望ましい。 

  一方で、そうした情報を利用者が取捨選択するために、組織要件やレピュ

テーション（評判情報）等をもとにした信頼性の評価を第三者機関が提示す

る仕組みや、信頼性の異なる情報の集約・連携による新たなサービス創出に

向けて、技術の規格化が必要となると考えられる。「誰がいつ入力した情報か

（情報ソース）」等の情報に紐付けられるメタデータの記述方式の規格化や、

各分野で行われている「情報のクオリティーコントロールに係るベストプラ

クティス」の確立が考えられる。 
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イ プラットフォームのオープン性の確保 

 

① システムの相互運用性、オープンプラットフォームに係る技術の確立 

  個々の主体、分野・領域を横断し、情報が流通・利用されていくには、主

体、分野毎に構築されるシステム、プラットフォーム間の情報連携が技術的

に実現するとともに、主体、分野毎に異なるサービス水準やコンプライアン

ス上の要求を満足する形で、個別に構築されたプラットフォームのインター

フェースの互換性の確保（API の提供）、データ様式等の連携・標準化、サー

ビス横断での認証・課金の連携や、サービス責任分解・機密性確保の技術・

ルールを含め、相互運用性を確保していくことが必要である。 

 

② クラウドサービス等の利用環境の整備 

  こうした情報の取り扱い（上記ア）やプラットフォーム間の情報連携の確

保（上記イの①）については、現在進展が著しいクラウドサービスにおいて

も実現されるべきである。しかしながら、クラウド事業者間における標準化

の議論は必ずしも十分に成熟しているわけではない。今後、上記ア及びイの

①に関する技術・ルールは、クラウド事業者が利用者に提供するサービスの

中で実現されていく必要がある。クラウド事業者の順守事項をガイドライン

化するとともに、実現しているか否かを利用者が確認できるように情報開示

に係る仕組みが有用である。 

 

ウ 具体的な施策例 

  以上のような情報流通連携基盤を確立するためには、重要な課題の解決を

目標とした具体的な情報流通連携基盤の検証の積み重ねを通じて、より汎用

性の高いものへの漸進的に取り組んでいく必要がある。具体的には、分野所

管の関係府省とも密接に協力・連携しつつ、以下の施策に取り組んでいくこ

とが重要である。 

 

i)農業の生産性向上を目標として、農業生産者が保有している知識をセンサー

ネットワーク等から得られる土壌や天候等の客観的なデータで裏付け、ノウ

ハウ化することで誰もが利用可能なクラウドサービスとしてオープン化する

ための技術・ルールの確立。 

 

ii)正確な就労・研修履歴や資格に応じた労働待遇、社会保障の確保を目標とし

て、建設現場就労者の就労履歴、研修履歴、資格等の個人情報を国、自治体、

業界全体等で共有・利用するための技術・ルールの確立 
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iii)家屋・建物の生産効率化と長寿命化を目標として、構成する多様多数の建

設部材の生産・流通・建設・修繕・更新に関する情報を統一的に流通・利用

するための技術・ルールの確立 

 

iv)高齢者等のケアの質の向上と社会保障費用の効率化を目標として、高齢者等

の在宅疾病健康管理情報を介護、医療に係る従事者・機関で共有・利用する

ための技術・ルールの確立 

 

ｖ）社会インフラの維持管理における安全性の向上とコスト低廉化、長寿命化

を目標として、社会インフラに関する多様な情報の収集・管理や、市民から

提供された情報の活用等を効率的に実施するための技術・ルールの確立 

 

vi)地盤災害の防止を目標として、国、自治体、民間で紙又はデジタルで蓄積さ

れている地盤ボーリング柱状図を広く公開し、民間で流通・利用するための

技術・ルールの確立 

 

vii) 食品サプライチェーンの効率化と食品安全性を確保することを目標に、食

品生産、加工、流通、消費に関する情報を、これに関わる多くの主体、行政、

消費者等で流通・利用するための技術・ルールを確立 

 

viii) アナログ情報のネットワーク上への移転・有効活用を促進し、情報を長

期にわたって利用・保存・継承することを目標に、情報の生成・収集・登録・

管理における、デジタル化の方法、長期利用・保存・継承に係る技術・ルー

ルの確立 

 

ix）地域の各地点における人々の経験、営為、歴史、産業等の情報を集積、保

存、一括閲覧・利用できるようにすることを目標に、多様なデジタルアーカ

イブのコンテンツと地理・位置情報の連結方法や汎用携帯端末での閲覧・利

用方法に関する技術・ルールの確立 

 

（２）人材・リテラシー・アクセシビリティ 

ア 情報活用人材 

従来から経団連等により指摘されてきた高度ＩＣＴ人材の重要性に加えて、

利用者の視点、より広い社会という視点に立ってビッグデータ等からもたら

される情報・知識を活用し新しいビジネスモデルや社会システムを創出でき

る人材の育成の重要度が高まっており、このような人材の獲得競争が世界的



10 
 

に始まっている。これら「情報活用人材」育成のために、これまで以上に産

学連携や人材相互交流の強化、各組織で中核となるＣＩＯの確保・育成が必

要である。また、例えば農林水産、教育、医療、電子行政等、これまでＩＣＴ

利活用が進んでいない分野を中心として、今後「情報活用人材」を急速に育

成していくためには、必要となる情報活用能力を定義し、このための育成プ

ログラムを構築していくことが望まれる。 

 

イ アクセシビリティ 

  障がい者、高齢者の情報へのアクセシビリティ政策としては、これまでは、

例えばリレー電話サービス等の高齢者・障がい者に特化したＩＣＴサービス

の開発・提供に重点が置かれていたが、今後は、障がい者・高齢者を含む全

ての人の情報へのアクセシビリティの向上に資するユニバーサルデザインの

実現にも重点が置かれるべきである。また、個々のサービスや情報毎にアク

セシビリティの実現を図るのではなく、様々なサービスや情報へのアクセシ

ビリティをメディア変換（音声から文字、日本語から英語等）により実現す

るためのオープンインターフェースを確立することを目指すべきである。Ｉ

ＣＴ機器は革新のスピードが速いことから、オープンインターフェースの確

立は、多くの利用者にとっても価値が高いものと考えられる。 

 

（３）情報セキュリテイ 

  情報セキュリティの向上には啓発・教育が重要となる。特に、「専門家」と

「一般ユーザ」の間を取り持つ「看護師」的な役割を果たすものとして、地

域コミュニティの支援、サポーター育成、マッチングシステム、見守りセン

サー等が有効と考えられる。一方、「信頼度１００％の情報」というものは存

在しないので、セキュリティ対策に費やすコストと対策しないことによるリ

スクを比較評価する合理的な対応が求められる。想定外の事故が発生した場

合でも、致命的な状態にならないようなセーフティネットの実現が肝要であ

る。この点、国際比較調査（Symantec(2009): Norton Online Living Report 

2009 Survey Data (March 17,2009)）によれば、日本のインターネット利用

環境は「最も安全」でも、人々は「最も不安」と感じている現状にある。し

たがって、情報セキュリティ教育については、「過剰な不安感」をぬぐうよう

な教育も必要となる。 
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（補論）災害時における情報流通・利活用の課題 

 

１ 災害等の緊急時に対応できる情報流通連携基盤の整備 

  東日本大震災の発災以降、被災自治体、これを支援する他の地方公共団体

やＮＰＯ、国の間の情報連携に多くの課題が生じている。被災地の復旧・復

興において、情報連携は生命線とも言えるものである。 

  今般の東日本大震災においては、必要とされる情報と対応が地域によって、

また、時間軸によって刻々と変化した。これは、被害とひとくちに言っても、

地震による被害、津波による被害、原発被災に伴う被害、原発被災の影響に

よる停電等、多様であったことに基づくものであった。 

  このような危機に際してこそ、リアルタイムでの情報提供や時間軸に沿っ

たリスクマネジメントを実施する「リアルタイム電子行政」が必要とされる

が、今回の震災では、そのような取り組みが全く行われなかった。むしろリ

アルタイムの情報流通において際立っていたのは、安否情報や被災地のニー

ズ・マッチング等に関する多数の民間事業者、ＮＰＯによる素早い取り組み

であった。 

  危機においてこそ求められる、リアルタイムでの情報提供ができなかった

要因は、クラウド環境によるデータバックアップが進んでいないこと、「オー

プンガバメント」や「オープンデータ」の取組が進展していないこと、災害

時に優先順位に応じて即座に配分しなければならないＩＣＴ資源を保有して

いなかったことや、ＩＣＴに係る地方自治体間、あるいは地方自治体とＩＣ

Ｔ関係企業等との間の災害協力協定がなかったこと、住民の側からの情報を

吸い上げ行政として利用していく効果的な手法や被災地のニーズを情報面で

支援し発信していくファシリテーターの欠如等が考えられるのではないか。

こうした場合にこそ、必要な情報を必要な時に必要な人々に届けるというＩ

ＣＴが持つ機能が大きな力を発揮することが期待される。 

  一方、民間、ＮＰＯの取り組みも相互の連携に問題を抱え、被災地ニーズ

に照らして十分な役割が果たせたか必ずしも明らかではない。例えば、安否

確認の手段が、固定系、携帯系、ネットなど分散して多様化したことで、住

民はどこへ登録したらよいか分からず、使い勝手が悪かったのではないか。

手段は多様化してもよいが、それぞれのデータベースは連携するなど、住民

の目線に立って、民間同士、民間と行政との連携を進めることが必要である。 

  こうした観点から、政府がオープンなクラウド環境を整備し、この上で技

術面、運用面のルールに従って行政、民間やＮＰＯがそれぞれの取り組みを

行うことができれば、官民情報連携が実現し、被災者ニーズの把握や行政・

民間が実施する被災者支援策等、復旧・復興につなげる情報の可視化にも役
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立つと考えられる。 

  この官民による情報連携に集約される情報を元に、被災者・自治体、民間

企業やＮＰＯにより、ネット上のデジタル情報を避難所等で流通可能なアナ

ログ情報（張り紙等）へ変換すること（DtoA）や避難所等のアナログ情報（被

災者の声、被災者所在・安否情報等）をネット上で流通可能なデジタル情報

へ変換すること（AtoD）といった情報変換による多様な形態での情報流通・

利活用が可能になることが期待される。 

  行政のクラウド化が進展しつつあるが、単なる既存業務システムのアウト

ソーシングに留まらず、住民・企業等が行う公的な活動を支援するために必

要なＩＣＴ資源を必要に応じて迅速に提供できるようにすべきである。 

 

２ 情報の円滑な流通・利活用のための情報の規格化の推進 

 

  短期間で大量の情報の流通が想定される災害時においては、情報提供の様

式、すなわち、情報フォーマットの統一化が重要になる。今般の東日本大震

災においては、避難者情報フォーマットや受入先住居情報のフォーマット等、

必要とされる情報フォーマットが統一されておらず、バラバラなフォーマッ

ト情報や手書きの情報の集約に手間取り、多くの者が同一の情報源を元に手

作業で再入力し、また、不明点の問合せ等を行ったため、正確性、迅速性の

両面で問題があった。 

  また、インターネットで発信する情報のデータ形式についても、アクセス

集中による負荷に耐え、携帯端末等のPC以外の端末からでも閲覧できるよう、

汎用的で容量の小さいファイル形式の利用、自動収集・処理が容易となるよ

うな共通ファイル形式を予め規格化しておく必要がある。 

 

３ 被災地と全国を結ぶ情報団の組成等 

 

  今般の東日本大震災において、被災地となった地域のコミュニティのニー

ズを集約し、外部に円滑に発信できる人がいたか否かが支援物資の調達等で

極めて重要であった。物資や医療サービスなどの「被災地ニーズ」と「政府

や民間企業等が作ったシステム」はあるが、その両者を結びつける力、すな

わち「被災地ニーズ」を「システム」に乗せる力が不足していた。情報のフ

ァシリテイターやディレクターが「情報発信力」を支える仕組みを検討する

必要がある。 

  この観点から、予め、ＩＣＴによる地域づくり等を積極的に行っている方々

を「情報団」（地域ＩＣＴ活用人材）として組織化し、また、育成して、災害
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時には、インターネット環境の設定・運営やそれぞれが必要としている情報

提供を行うとともに、このネットワーク等を通じて外部にニーズ情報等を発

信する、「共助」の仕組みを形成することが有効と考えられる。 

  特に、被災時に情報活用弱者が集まる拠点（病院、学校、避難所になりえ

るところ）においては、前もって情報団員の育成等により情報活用能力を高

めておく必要がある。情報団員には、マネジメント能力、俯瞰工学的視点を

備えている人材も参画することが望ましい。 

  これに関連して、インフラ面においても、避難拠点（病院、学校等）にお

ける ICT 環境の整備・充実、ICT 環境の耐災害性向上（通信途絶対策、停電対

策等）を急ぐことも重要である。また、音声が中心である被災地等の正確な

情報の共有のため、機動的かつ確実に映像伝送を行うための「公共ブロード

バンド移動通信システム」の整備を急ぐべきである。 

 

４ 情報流通・利活用に関する防災計画の策定 

 

  国や地方自治体、指定公共機関の現在の防災計画は、従来の電気通信・放

送を中心に規定されており、新しいＩＣＴ（ツイッター、クラウド等）の利

用や、防災関係機関とＩＣＴ関係企業（ISP、ASP・SaaS 事業者等）との連携

は、ほとんど規定されていない。非常災害時におけるミラーサイト確保や、

災害対策関係ファイルの軽量化、新しいＩＣＴの活用等について、関係機関

の防災計画に盛り込む必要があると考えられる。 

  また、災害時における第三者によるミラーサイトの提供については、緊急

避難として認められる範囲を予め整理することや、本サイトとミラーサイト

の同期の取り方等、利用者に混乱を与えない運用の在り方を検討することが

必要である。 

  国や地方自治体、指定公共機関の現在の防災計画は、国－都道府県－市町

村間の連絡が維持されることを前提に規定されているが、これら組織相互が

十分に連絡を取り合うインターネット型の情報連絡網も、予備的に準備して

おくことも考えられる。この予備的情報連絡網では新しいＩＣＴ（ツイッタ

ー、クラウド等）を利用することも考えられる。 

  行政、医療等の公共分野や企業分野を問わず、情報・データのバックアッ

プ等の事業継続性を確保する取り組みを進めるべきである。その際には、情

報・データそのものの重要性や確保すべきセキュリティレベル等を考慮した

うえで、適切な方法を選択することが重要である。 
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５ アクセシビリティの確保 

  地域住民から旅行中の外国人まで災害に巻き込まれた多様な人々の情報ニ

ーズに対応できるアクセシビリティを予め準備しておく必要がある。このた

めには、地方自治体同士で事前に協力協定を締結し、災害時には被災自治体

のサイト更新サポートをする等の取り組みを推進すべきである。 

 

６ 災害に強い情報通信環境の整備 

 

  ＩＣＴリテラシーの低いユーザーでも容易に使え、かつ、災害に強い情報

通信環境の整備が必要である。 

  災害時に被災者が保持し利用するＩＣＴ手段としては、まず携帯端末が挙

げられる。この携帯端末による情報流通・利活用について、さらに有効性や

利便性を高めることが重要である。これは何も災害時に限られるものではな

く、平時のいわゆる「プッシュ型行政サービス」や「マイポータル」の実現

についても、携帯端末がその媒体として有効ではないかと考える。 

  また、移動中は３Ｇや WiMAX、ホットスポットや自宅では無線ＬＡＮ（+skype）

というように、ユーザーが意識せずに通信手段を選択してくれるヘテロジー

ニアス（異機種混在）なネットワーク環境の仕組みを、事業者が平時から構

築しておくことが重要である。 

  災害情報の伝達の一層の充実を図るため、緊急情報をあらゆる情報通信手

段を用いて伝える体制の整備を検討する必要がある。災害情報の提供手段に

ついては、従来のアナログ時代には放送（ラジオ、テレビ）や市町村の防災

無線（屋外拡声器及び家庭内の戸別受信機に情報提供）が主流であったが、

ICT 化の進展により、これらシステムがデジタル化されるとともに、インター 

ネット（ホームページ、ツイッター等）、携帯メール、エリアメール、IP 告知

システム（地域 ICT 基盤の一部）、コミュニティ FM、地デジデータ放送等メニ

ューも多様化している。こうした災害情報の提供システムについて、地域特

性を踏まえ、情報伝達の確実性、住民への普及状況、平常時にも利用される

こと等を考慮し、多様な手段を確保し適切に運用できるようにするとともに、

システムの耐災害性（停電対策等）を強化することが必要である。 

  人工衛星を活用した通信・情報収集等の有効性が、今回の大震災で確認さ

れた。引き続き人工衛星を活用した通信・情報収集等に関わる整備と研究開

発を継続すべきである。 

  各機関では定期的に防災訓練を行っているが、ＩＣＴの持つ多様な機能を

活用した減災に向け、住民、関係行政機関、指定公共機関、通信事業者、放

送事業者、ＩＣＴ関連企業、ＮＰＯ、学校施設関係者、情報団等の間におい
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て災害時における情報流通・利活用が的確に行われるよう、防災訓練の重要

な要素の一つとして位置づけ、「災害情報訓練」を実施することが必要である。 

 

７ 緊急時に対応した規制の見直し 

 

  情報共有を阻害する法制度・ルールの緩和が必要不可欠である。 

  今般の東日本大震災においては、医療分野等で平時に認められてこなかっ

た規制緩和が実施されているが、この経験を元に平時での規制緩和に繋げて

いく取り組みをすべきである。この点、今回の震災経験から、規制の前提と

なる「安心社会」を大前提とする思考状態から、リスクの存在を受け入れこ

れをマネジメントする方向に国民の意識が変わる可能性に留意する必要があ

る。 

  今回、個人情報を保護し過ぎていて、利活用しないことによるデメリット

（機会損失等）が明らかになった。個人情報保護法第 16 条第 3項第 2号や第

23 条第 1項第 2号は、「人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場

合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき」を、本人のあらかじ

めの同意なしに個人情報を利用したり、第三者提供したりすることができる

場合の一つとして規定しているが、例えば今回、医療機関相互のレセプト情

報提供等が迅速かつ適切に行われたか否か、行われていなかったとすれば原

因は何か等について検証を行い、災害時における個人情報の共有の在り方に

ついて検討・整理しておくことが重要である。 

  また、プライバシーを害さず幅広い利用者による活発な利活用を推進する

情報連携のための国民ＩＤ制度の早期整備が重要である。 

 

８ 災害に関する情報の信頼性の評価 

 

  津波被害の拡大の要因として、これまでの津波警報が必ずしも的中せず、

油断を招いたことを指摘する意見がある。情報発信や情報流通のやり方等に

ついては、第三者が点検・検証し、有効性や信頼性を判別できるよう、社会

システムに組み込むことが必要である。 

  一方、災害支援については、フェイスブックやツイッターなどのソーシャ

ルメディアの有効性が明らかになった。ただし、高齢者の多くの方々はソー

シャルメディアに通じていたわけではない。また、元データが不足する中で

の情報発信の在り方や信頼度の判別には課題を残し、今般の被災地において

必ずしも有効に活用されたかどうかは不明である。利用し慣れた情報媒体こ

そ緊急時に活きるものとも考えられる。 
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  また、ボランティアやＮＰＯ等による「共助」の仕組については、組織性

や指揮命令系統が機能しないので、「継続性」に問題が生じる。このような「共

助」について、支援金の使途等財務に関する情報開示等を含め、ある種のレ

ピュテーション（評価）を作り、質の向上を考えることも必要である。 

 

９ 正確な被災情報の把握と共有、経験情報の継承 

 

津波被害を受けた沿海部だけでなく、地震被害の大きい内陸部においては、

行政の点検に加え市民からの通報やソーシャルメディアを通じた情報なども利

用して正確な被災情報を迅速に把握し共有することが重要となる。 

 また、今回のような震災被害を将来繰り返さないようにすることは、復旧、

復興と並んで重要なことであり、そのためには、自然現象や被災状況について

の情報を正しく後世に伝えることが重要である。今回の地震では、津波の様子

や被災直後の記録、写真や映像などが多数記録されている。そして、その後の

被災地の様子も、またこれから復旧、復興に取り組む地域の姿も数多く記録さ

れるであろう。記録、写真や映像情報は後世に適切に伝えるための非常に有効

な媒体である。こうした記録、写真や映像情報を将来利用も考え、適切にアー

カイブすると同時に、住民に伝えるべき貴重な記録、写真や映像情報について

は、日常的に市民の目に触れるようにする、学校教育で利用するなどの対応を

取ることも重要である。 

 

１０ その他 

 

  災害対応も含め、ＩＣＴ利活用政策の転換と一層の推進が必要であること

が再認識できた。ＩＣＴ利活用政策は、実証実験の成果を実装まで持ってい

く道筋を明確化する必要がある。そうでなければ、災害時には役に立たない。 

 


